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1990 年代後半より、世界規模で情報技術（以下「IT」という。）が急速に発

達した。この新技術の発達は、国境を越えてヒト・モノ・カネ・情報を流動化

させ、同時に流通構造にも変化を与えた。  

本稿では、国際間のインターネットによる役務の提供（「直接的電子商取引」）

及び、インターネットを通じて商品を海外事業者に発注する取引（「間接的電子

商取引」）を分析の対象とした。 

従来、商品（有形物）が取引の中心であったが、IT の発達により CD や DVD

などの一定の商品は、音楽のダウンロードへと形を変え、その比率は年を追う

ごとに高まっている。このような形態の変化が、商取引と密接な関係を持つ消

費税に影響を及ぼしている。 

現行の消費税法では、「輸入取引」は、「外国貨物」のみが課税の対象となっ

ており、音楽 CD（外国貨物）を輸入した場合、税関で消費税が課される。 

ところが、海外事業者からインターネット上で音楽のダウンロード（国際間

の役務の提供）をした場合は、「輸入取引」として課税する規定がない。従って、

国内取引の課税要件である「国内」でなされたものか否かの「内外判定」が、

課税上、極めて重要な意味を有している。現行法は、当該役務の提供が行われ

た場所が明らかでない場合、役務提供をした「事業者の事務所等の所在地」を

判定の基準として定めている（消費税法施行令第 6 条 2 項 7 号）。このため、日

本に事務所等を有しない海外事業者からインターネットを通じた「役務提供」

は、「国外取引」と判定され、課税の対象にすらならないのである。 

音楽 CD と音楽のダウンロード等のように、同質の経済的効果が得られるにも

関わらず、課税において異なる結果を導くため、国際間の電子商取引が、消費

課税の中立性を歪める問題を引き起こしている。昨今のインターネットの普及

で、BtoC（事業者・消費者間）の直接的な取引が増加し、消費課税の中立性を

歪める問題が徐々に深刻化しつつある。そこで、本稿では、国際間の電子商取

引が、現行の消費課税にどのような影響を及ぼしているか検証を行った。 

第 1 章では、国際間の電子商取引が日本の消費税法及び関連規定にどのよう

な影響を及ぼし、問題を生じさせているのか論点整理を行った。 

次に第 2 章において、EU・OECD などの国際間の電子商取引に係る消費課税の
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先行的取組み及び動向を整理し、わが国の参考となる点を抽出した。 

第 3 章では、国際間の電子商取引が日本の消費税収に与えるインパクトがど

の程度であるか推計を行い、そのうち「直接的電子商取引」、「間接的電子商取

引」のいずれの取引が、日本の消費税収により大きな影響を及ぼしているか検

証した。推計の結果、「直接的電子商取引」に起因する税収損失額が約 34.7 億

円（2005 年・推計値）、他方「間接的電子商取引」に起因する税収損失額が約

199.4 億円（2005 年・推計値）、合計で約 234.1 億円の税収損失額が算定された。

これにより、「間接的電子商取引」の方が、「直接的電子商取引」に比して約 5.7

倍のインパクトを有することが判明した。 

 最後に第 4 章では、第 1 章で触れた現行の日本の消費税法と関連規定の法的

問題点、第 2 章の海外の先行事例の検証及び第 3 章での消費税収に与える影響

を総合的に考察した結果、「直接的電子商取引」及び「間接的電子商取引」の両

面で等しく課税されるよう、現行法の改正が必要であるという結論を導いた。 

この結論を踏まえ、本稿では、「直接的電子商取引」に関しては、「輸入取引」

の課税の対象に「電子貨物」の規定を新たに加え、消費税法施行令第 6 条 2 項

7 号の「内外判定」の規定を同一国内で役務が授受された場合に限定適用され

るよう改正すべきと考える。そして、これと併せて「電子税関」をインターネ

ット上に設けることを提案する。他方、「間接的電子商取引」への対応としては、

少額貨物免税制度を廃止し、2004 年 3 月下旬より運用が開始されている申告・

納税が一体型の「マルチペイメントネットワーク」を最大限活用すべきと考え

る。これらの方策を通じ、国際間の電子商取引における役務の提供及び少額の

外国貨物に対し、等しく消費課税することにより、わが国の消費税収への影響

を改善する１つの道筋と考える。  

 

以 上  
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はじめに 
 

1990 年代後半より、世界規模で急速に情報技術（ Information Technology；

「 IT」）が発達した。これに伴い、国際間での電子商取引の増大は、国境を越

えヒト・モノ・カネ・情報を流動化させ、消費者の選択の幅を国内から国外へ

と拡大させた。 

国際取引においては、これまで貨物の輸出取引が大半を占めていた。ところ

が、CD や DVD からインターネットを通じてダウンロードサービスへと商品の形

態が変化し、その変化の比率が、年々高まっている。現行の消費税法は、外国

貨物の保税地域からの引取りに対して、消費税を課している。しかし、同様の

経済効果を持つ「デジタル財」のダウンロードサービスは、役務の提供に区分

され、輸入取引としての課税ができないという課税上の問題を生じている。外

国事業者が国内の消費者（以下「BtoC 取引」）に音楽のダウンロードサービス

を提供した場合、消費税がサービスの価格に上乗せされず、また、税関を通過

しないため、完全に消費税を課する機会を失うこととなる。経済協力開発機構

（以下 OECD）の 2002 年調べによると、OECD 諸国の貿易額に占める「サービス

貿易」の割合は、輸出の 21.9％、輸入の 20.5％を占めることが報告されている

1。今後、国際間の電子商取引は増加していくものと予測され、租税回避の問題

が、益々深刻化していくものと考えられる 2。  

現在「消費税」は、国税収入の約 20％を占める基幹税目となっている。わが

国では、少子高齢化が進む中、財務省の「一般会計主要経費別歳出の推移」に

よると社会保障関係費と国債費が増大しており、2007 年度末時点の国債残高は

547 兆円にのぼる。このような財政状況下で、消費税の課税ベースの広さ、所

得水準を問わず幅広い負担を可能としている点で、財政再建の切り札として消

費税の重要性が再認識されている。 

しかし、2008 年のサブプライムローン問題に起因する一連の世界的な金融不

安により、日本では 2008 年 10－12 月期 GDP の改定値が－12.1％（年率換算）

と大幅に落ち込んだ。そのことにより、消費税収の減収が懸念されている。ま

た、少子高齢化社会を迎え、消費の中心が消費税の非課税項目である社会福祉

                                                  
1 OECD（ 2004a）“Consumption Tax Trends, 2004 Edition”．  
2 水野忠恒『租税法』第 3 版  有斐閣 p704（2007）参照。  
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や医療分野に大きくシフトすることが見込まれ、消費税の課税ベースが一段と

収縮するものと予測される。  

このような経済・社会情勢を踏まえ、新たな経済活力をわが国の消費税の課

税ベースに取り込むことが必要と考える。そこで、完全な税収漏れが指摘され

る BtoC による国際間の電子商取引の消費課税に焦点をあて、議論を進めていく。 

まず第 1 章では、国際間の電子商取引が、現行の日本の消費税法及び関連規

定に対し、どのような課税上の問題を引き起こしているか論点整理を行う。 

次に第 2 章では、先行事例の EU 及び OECD の取組みを考察し、今後のわが国

における国際間の電子商取引に対する消費課税の参考となる点を抽出する。 

そして第 3 章では、国際間の電子商取引が日本の消費税収に与えるインパク

トを推計し、推計結果に基づき、消費税の仕組みを考察し、是正すべき点を明

らかにする。 

 最後に第 4 章では、第 1 章、第 2 章の現行の消費税法から生じる法的問題点

及び第 3 章の国際間の電子商取引が引き起こす税収損失額の推計結果から総合

的に考察し、グローバル経済下での電子商取引の消費課税のあるべき姿を提言

する。 

本稿は、以上 4 章から構成されている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



                  －3－ 

第１章 グローバル経済下の電子商取引に起因する消費課税の問題 

 

１．１(問題の所在 

消費税が導入されて 20 年の間に、社会をとりまく背景は、めまぐるしく変

化した。その変化の１つに情報技術（ Information Technology；「 IT」）の発達

を挙げることができる。インターネットの急速な発達、普及により、1990 年代

後半以降、インターネットを通じた電子商取引の増加は、国境を越えたヒト・

モノ・カネ・情報を流動化させ、国内消費者の選択肢の幅を、国内から国外へ

と拡大させていった。 

また従来、国際的な取引において、物品の比重が大きかったため、サービス

取引に伴う消費税の課税の問題は顕在化してこなかった。しかし、電子商取引

の発達が、商取引や流通構造を変化させ、国際間の役務提供が増加した。「国際

間の役務提供」において、国際取引に係る課税の仕組みが適切に機能せず、現

行規定が形骸化しつつある 3。  

消費税は、商取引と密接な関係を有する税目であるため、特に国境を越える

取引では、二重課税、或いは二重免除による税収漏れの問題が生じやすい状況

となっている。そのため、国際的に整合のとれた効率的で、中立な課税のあり

方が求められている。これらの問題を考える上で、本章では、国際間の電子商

取引の発達が、わが国の消費課税において、どのような影響を及ぼしているの

か、また現行の消費税法やその関連規定がどのような点で問題があるのか論点

整理を行う。  

 

１. ２ 電子商取引の定義 

電子商取引（EC：Electronic Commerce）に関して、官公庁の白書をはじめ、

民間シンクタンクのリサーチペーパーで多種多様の定義がなされており、その

中で、1998 年に電子商取引実証推進協議会（ECOM）が「電子商取引に関する市

場実態調査 平成 11 年度」で用いた「商取引（＝経済主体間での財の商業的

移転に関わる、受発注者間の物品、サービス、情報、金銭の交換）を、イン

ターネット技術を利用した電子的媒体を通して行うこと」と定義されており、

                                                  
3 水野・前掲（注 2）  
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本稿ではこの定義に従って議論を進める。なお、事業者間取引を「BtoB 取引」

（Business to Business 取引の略。以下「BtoB 取引」という。）と呼び、他方、

事業者・消費者間取引を「BtoC 取引」（Business to Consumer 取引の略。以下

「BtoC 取引」）と呼ぶ。本稿は、完全な消費課税漏れが指摘されている「BtoC

取引」を考察の対象としている。  
 

 

図 1-1 電子商取引における取引の種類 

（注）事業者間取引（Business to Business 以下「BtoB 取引」。） 

事業者・消費者間取引（Business to Consumer 以下「BtoC 取引」。） 

 

また、藤田（2007）4より、購入契約及び納品を電子上で完結する取引を「直

接的電子商取引」と定義し、購入契約のみ電子的手段により行い、納品につい

て郵便小包、宅配便など物理的手段による取引を「間接的電子商取引」と定義

し、取引のタイプごとに区分し、考察の対象を整理した。 

 

 

１．３ 消費課税に係る国境税調整の概略 

国境を越えて行なわれる財・サービスの取引は、複数の国の課税権をまたぐ

ことで、課税上の問題が生じやすい。そこで、消費課税においては、原則、国

内法において、取引される財産の源泉地（the origin）又は、財産の使用・消

費地（the destination）のいずれかに課税管轄を統一することで、二重課税、

或いは、二重免除を防止している。国際間の消費課税に係る調整方法として、

２つの考え方がある。  

                                                  
4 藤田英理子（2007）「米国における電子商取引課税の現状と課税－州際取引にお

ける売上税・使用税の問題を中心に－」『税大論叢』第 55 号 pp169～pp170 参照。  

   受領者 

提供者 

事業者 

（Business） 

消費者 

（Consumer） 

 

 

事業者 
（Business）

     

 １  

BtoB 取引 

（例：電子商取引 

による仕入れ） 

    

２  

    BtoC 取引 

（例：インターネット 

ショッピング） 
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(1)仕向地原則 

 仕向地原則（ destination principle） 5とは、財産の消費が行われる場所を課

税管轄地とする原則である。国際間の取引でこの原則を適用した場合は、輸出

国内において前段階までに含まれる税額が還付され（「国境税調整（border tax 

adjustment）」）、輸出時に税関でゼロ税率6の税調整を行い、輸入国側で課税を

行う。この仕向地原則に基づく課税方針を「仕向地課税主義」という7。 

 

(2)原産地原則 

原産地原則（ original principle）とは、財産の生産された場所（原産地国）

で課税する原則をいう。従って、輸出する財に課税し、輸入される財には、課

税しない。この原産地原則に基づく課税原則を「原産地課税主義」という。こ

の原則を採用した場合、輸出時に国境税調整を必要としないことから、税務執

行の面で簡素となるメリットがある。ところが、原産地原則を採用しているす

べての国で、役務の提供に対し、一定の非課税及び仕向地課税の規定が設けら

れていることから、現実は複雑な課税状況となっている。  

 

(3)現行の消費課税の原則 

①「財」に係る課税原則 

国境を越えた「財」の取引に対する消費課税は、「仕向地原則」が適用されて

いる。「仕向地原則」が適用される理由に、輸入した消費地国の国内で製造され

た「財」と、外国から輸入した「財」は、ともに消費地国で、消費地国の税率

により課税される。従って、消費地国内での市場競争を歪めず、課税の中立性

が保たれる。  

仮に「原産地原則」を適用した場合には、輸出国側で課税され、輸入国では

                                                  
5水野忠恒 (1989)『消費税の制度と理論』弘文堂 pp172～pp187 によると、輸入取

引に係る消費課税の仕向地原則は、ガット（関税及び貿易に関する一般協定：the 

General Agreement of Tariffs and Trade，GATT）の定める国際的一般原則の考え

方が拠り所となっている。 
6水野・前掲（注 2）ゼロ税率とは、「売上げに対しては税率が 0％であり課税され

ないが、仕入れについては、前段階に課された税額について仕入税額控除が認めら

れる」ことをいう。（ｐ684 引用）。  
7 OECD (2004b)”THE APPLICATION OF CONSUMPTION TAXES TO THE TRADE IN 
INETRNATIONAL SERVICES AND INTAGIBLES.pp11-13.”参照。  
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課税が行われないため、軽課国又は消費課税のない国から輸入するインセンテ

ィブが働く。つまり、消費地国の国内で製造された「財」に課される税率と、

外国から輸入した「財」との間で課される税率の差によって、消費地国内の市

場競争が歪められ、課税の中立性が保たれない。これらの理由を踏まえ、国境

を越える「財」に係る消費課税は、「仕向地原則」が望ましく、現行は「仕向地

原則」で統一されている 8。  

 

②「サービス」に係る課税原則 

国境を越えて提供される「サービス」取引に対する消費課税は、「財」の場合

と異なり、サービスの形態が多様である。そのため、①サービスが「提供され

た場所」を課税管轄地とする考え方、②サービスを提供した事業者の事務所等

の所在地を課税管轄地とする「事務所地基準」の２つの考え方がある。 

「サービス」に係る国際取引においては、いずれかの原則に統一されている

わけではない。各国の国内法で「仕向地原則」を採用する国と、特定のサービ

スのみ「原産地原則」を採用する国、又は、この 2 つの原則の混合形態を採用

する国などがある。その上、各国の国内法で多くの例外規定が存在し、国際間

のサービス取引に対する課税の足並みが揃わず9、国際間の「サービス」取引は、

二重課税、或いは、二重免除が生じやすい状況となっている10。 

 

 

１．４ 電子商取引によるクロスボーダー取引11と消費税法の問題点 
 

(1)「課税の対象」の観点からの考察 

「 IT」の発達に伴い、従来、音楽 CD、DVD などの形態で流通していた商品

が「無形」のデジタル・コンテンツ（「デジタル財」）のダウンロードへと徐々

に変化してきている。この「商品のソフト化」の流れは、課税上、新たな問題

を生じている。消費税法の「課税の対象」が、有形の場合は、「資産の譲渡又は

                                                  
8金子宏（2007）『租税法第 12 版』弘文堂 p517 参照。  
9 OECD・前掲（注 7）13 参照。  
10山﨑昇（2000）「電子商取引における国際取引課税上の諸問題－外国法人の消費

者無形取引の課税問題を中心として－」『税大論叢』第 30 号 p50～ 64 参照。  
11 クロスボーダー取引とは、国境を越えておこなわれる国際取引のことをいう。  
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貸付け」として取り扱われる。これに対して、「ダウンロード」へと取引の中身

が変化した場合、「役務の提供」となる。この IT 化とグローバル化や規制緩和

とが重なり合い、「国際間の役務の提供」が盛んに行われるようになった。しか

し、現行の消費税法には「役務の提供」を輸入取引として課税する規定が存在

しない。そのため、現行の消費税法では、以下の事例に示す手順に従って、課

税の判定が行われることとなる。  
   
（例）＜海外事業者から輸入取引（日本に事務所を有しない場合）＞  

  従来：音楽 CD        「外国貨物」として課税  

電子商取引：音楽ダウンロード   「役務の提供」→事務所等の所在地基準  

→国外→不課税  

事例の場合、「音楽 CD」は「外国貨物」として輸入時に消費税が課税される。

これに対し、海外事業者から電子商取引による「音楽のダウンロード」は、「役

務の提供」として取り扱われる。課税の対象が「資産の譲渡」から「役務の提

供」へと変化することで、「当該役務の提供が行われた場所」により内外判定が

行われる（消費税法第 4 条 3 項 2 号）。ところが、事例では、役務の提供が行わ

れた場所が WEB 上で、明らかでないため、消費税法施行令第 6 条 2 項 7 号が

適用され、「役務の提供に係る事業者の事務所等所在地」を基準に、内外判定が

行われる。  

結局、事例の海外事業者が国内に事務所を有しない限り、「国外取引」と判定

され、課税の対象の４つの課税要件である「国内取引」の要件を充たさない。

このように、日本に事務所等を有しない海外事業者からインターネットを通じ

てなされる「音楽のダウンロード」は、「不課税取引」と判定される。  

「音楽 CD」と「音楽のダウンロード」は、いずれもほぼ同質の経済的な効果

が得られる。ところが、現行法上、「音楽 CD」を購入した者は消費税が課され、

インターネットを通じて「音楽のダウンロード」を行った者は、課税を免れる

のである。これは課税の中立性の面で問題があるといえよう。さらに、取引相

手国が仕向地原則を採用している場合には、図 1－2 に示す二重免除が発生す

る。このように、課税取引でありながら、どちらの国からも課税がなされない

「課税の真空地帯」が生じている。  
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      (輸出国側)：世界の共通ルールで免税（仕向地原則に基づく） 

          

        関税線 

                       「二重免除」発生  

        (日本)：現行消費税法･･･不課税取引 

 
 

図 1－2 国際間の電子商取引における「課税の真空地帯」 

 

それでは、現行の消費税法上、電子商取引による国際間の「役務の提供」は、

課税にどのような違いを生ずるのか事例を使って確認する。事例では、事業者

の課税期間に係る基準期間における課税売上高が 1 千万円超である者（課税事

業者）と設定し、論を進めることとする。 

 

（事例）＜外国人歌手が日本でコンサートを行う場合（役務の提供）＞  

従 来：外国人歌手が日本に入国し、コンサートをしてもらう。  
   役務の提供が行われた場所＝  役務の提供を享受する場所（場所一致）  

                            「国内取引」       

 
電子商取引：インターネット上で動画を配信し、パソコンで視聴する。  

  役務の提供が行われた場所≠  役務の提供を享受する場所（場所不一致） 

                           「不課税取引」  

 

従来の国際間の「役務の提供」は、事業者が消費者の所在地に赴いて、役務

の提供をしていた。従って、「役務の提供が行われた場所」は、「役務の提供を

享受する場所」と一致する。役務の提供の授受が同じ場所でなされている限り、

現行の消費税法の「国内取引」の課税規定で十分対応することができる。現行

法上、基準期間における課税売上高が 1 千万円を超える者は、外国人事業者で

あっても課税事業者となり、わが国での消費税の納税義務が発生する。この点

において、最近、話題になった事例がある。総合格闘家のミルコ・クロコップ

選手ほか 4 人の外国事業者が、日本で行われる格闘技のイベントに 3 年連続で

出場していた。税務当局は、5 人の外国人選手のファイトマネーの金額及び試

デジタル財
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合出場（役務の提供）を、マスコミの報道を通じて把握し 12、2004 年からの 3

年間にわたるファイト・マネーの消費税の申告を怠ったとして、約 2 千万円以

上の追徴課税を行った 13。つまり、外国人であっても、「役務提供を行った場所」

と「役務の提供を享受した場所」が一致していれば、「国内取引」の納税義務者

となり、従来型の「役務の提供」については、「役務の提供地」が内外判定の基

準として有効に機能することを示す事例である。  

ところが、電子商取引に見られる国境を越えた遠隔地間の「役務提供」は、

役務の提供者と提供を受けた者がそれぞれ別の国に所在しながら、役務提供が

なされるため、「役務の提供地」が、内外判定の基準として有効に機能しない。

その結果、「不課税取引」となる。従来から、外国の弁護士に電話や FAX によ

る法律相談などの「国際間の役務提供」が行われていたが、ごくわずかな取引

件数と推測される。しかし、上記事例の音楽のダウンロードなどの取引が、年々、

増加傾向にある。  

現行の消費税法では、国内において「音楽 CD」を購入した場合、消費税が

課税され、インターネットを通じて海外事業者から音楽をダウンロードする「役

務の提供」（行為）に形を変えると、消費税の課税を免れる。つまり、「役務の

提供を行った事業者の所在地」と「役務の提供を受けた消費者の所在地」が不

一致の場合、「事業者の事務所等の所在地基準」により、「国外取引」と判定さ

れる点に原因があると分析される。国際間の役務提供に関しては、「外国貨物」

                                                  

12 2004 年 4 月に消費税を免除される事業者の課税期間における課税売上高が 3 千

万円から１千万円に引き下げられ、申告・納税義務者が一気に拡大した。来日する

プロ選手や芸能人らも年々増えており、プロゴルファーや競馬の騎手ら外国人スポ

ーツ選手らによる申告漏れが相次いでいる。  

13 一時的な来日で日本に居住していないプロスポーツ選手は、日本国内で生じた

所得には所得税が課せられ、大会主催者などが源泉徴収して納税している。しかし

消費税については、基準期間の課税売上高（獲得賞金などの収入）が 1 千万円超の

場合、「事業者」として消費税の申告・納税の義務が発生する。 



                  －10－ 

と同様に、輸入取引の「電子貨物」として、課税する規定を設け、併せて電子

税関の整備を議論されるべきであろう。  
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１．５「輸徴法」による外国貨物に係る少額貨物免税制度の問題点 

電子商取引により海外事業者への発注がスムースにおこなうことが可能とな

り、税関では、小口の国際郵便などの輸入貨物が、年々増大する傾向にある。

税関における輸入貨物に係る消費税等の内国消費税14の税関収納額は約 4.3 兆

円（平成 16 年度）である。国税収入全体の約 1 割に相当し、税関は徴収機関と

して重要な役割を果たしている15。 

財務省公表の報告書16の中の「税関収納額の推移」（1995 年～2004 年）の資

料より、1995 年～2004 年に税関で収納された消費税収額を拾い上げ、わが国の

消費税収に占める割合を図 1－3 に示した。 
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②税関収納消費税

図 1－3 わが国の消費税収入額と税関収納消費税額の推移  

出所）「関税法研究会とりまとめ」（2006）pp89、  

   『平成 19 年度 地方税に関する参考計数資料』pp31～pp33、  

『図説  日本の税制  平成 19 年度版』の統計数値より作成。  

                                                  
14 内国消費税とは、消費税（地方消費税を含む）、酒税、たばこ税、揮発油税、地

方道路税、石油ガス税及び石油税の総省という。  
15 財務省（2006）「関税法研究会とりまとめ」p13～p14 参照。  
16 財務省・前掲（注 15）p89 参照。  
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 1995 年より毎年、税関での消費税の徴収額が増えており、図 2－3 より、2004

年度においては、消費税収額全体の 20.0％、つまり、税関において消費税収全

体の約 5 分の１を徴収していることが確認できる。このことから、輸入取引の

増加を読み取ることができよう。 

 しかしながら、現在、輸徴法第 13 条 1 項により、課税価格（CIF 価格）17の

合計額が 1 万円以下の少額貨物は、原則、関税及び消費税が免除されている18。

1989 年に消費税の導入に伴い、この免税制度は創設された19。1989 年当時、日

本の消費者の電子商取引利用率は、ほぼ皆無の状態であった。しかし、IT の普

及と発達により、電子商取引の利用率は、年々増加傾向にある。近年、海外事

業者から輸入する個人消費者の取引数が増加し、輸徴法 13 条 1 項の免税制度の

適用を受ける取引数が増加すればするほど、国内で同じ商品を購入した場合と

の消費課税の均衡が保たれなくなる。従って、「仕向地原則」と輸徴法の「少額

貨物免税制度」により、「二重免除」を生じ、現行法が課税の中立を歪めている。 

 

 

      (輸出国側)：世界の共通ルールで(免税 （仕向地原則に基づく） 

          

        関税線 

                 「二重免除」発生  

        (日本)：輸徴法第 13 条 1 項･･･(免税制度) 

 

図 1－4 国際間の電子商取引の発注による「課税価格の合計額が 1 万円以下の 

少額貨物」に係る課税 

 

 

 

 

 

                                                  
17 CIF 価格とは、Cost（貨物の価格）、 Insurance（海上保険料）、Freight（国際

輸送料）の合計額をいう。  
18 本邦の産業に影響を与える物品については政令で適用除外としている。（関税法

施行令第 16 条の 3）  
19 財務省・前掲（注 15）p40 参照。  

少額貨物（財）
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エグレ（ 1985）は、「財貨及び役務に対する一般的な租税であって、最終消

費者の段階で国内産と輸入品との間の課税の公平、ならびに、生産過程および

流通過程の長さまたは使用された手段の性質の如何にかかわらず、課税の公平

を確保するものである。」と述べている。また、金子（2007）においても、「公

平ないし中立性の原則は、憲法 14 条 1 項に由来し･･･（中略）･･･課税のうえ

で、同様の状況にあるものは同様に、異なる状況にあるものは状況に応じて異

なって取扱われるべきことを要求する。」と述べている 20。  

 従って、消費税の課税においては、国内製品であれ、輸入品であれ、生産過

程の長さや流通過程、そして従来からの伝統的な商取引であれ、電子商取引に

関わらず、中立な課税でなければならない。  

なお、図 1－5 は、本稿において国際間の電子商取引に係る課税上問題点とし

て扱う取引と課税ベースとの関連を整理したものである。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

       国内取引              輸入取引  

   

図 1－5 日本の消費税の課税対象の範囲 

（注）現行法上、課税ベースとなっている範囲は、白色で表示し、課税されて

いない範囲は、グレーの網掛で表示した。 

 

 

 
                                                  
20 金子・前掲（注 8）p75 参照。  

   

 

  

非  課  税  取  引   

   

課  税  の  対  象  

②少額貨物免税取引（輸徴法） 

課  税  の  対  象  

    

不  課  税  取  引  
 

非  課  税  取  引  

不課税取引 ①（デジタル財）
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（1）電子商取引により発注し輸入時における消費課税の実態 

国際的な輸入取引の増加の背景に、国際物流の増大・高度化 21だけでなく、

電子商取引の急速な発展も要因のひとつと考えられる。1980 年代以前は、個人

が、海外事業者から商品を購入する場合、雑誌やカタログによる通信販売が主

流で、個人の直接取引は、限定的な規模に留まっていた。しかし、1990 年代以

降、世界規模で電子商取引が活発化したことに伴い、国内の消費者の小口輸入

取引が増加した。ところが、このような輸入取引の増大に反し、「少額貨物免税」

という制度がある。この制度は、「課税価格の合計額 22が 1 万円以下の少額貨物

については、関税定率法第 14 条 18 号及び輸入品に対する内国消費税の徴収等

に関する法律第 13 条 1 号により、原則として、関税及び消費税を免除する制

度」である 23。このため、海外からの小口商品の引渡しは、課税対象取引であ

っても、関税などの税金の金額が 1 万円以下であるため税が課されない商品が

存在する 24。毎年、電子商取引の市場規模の拡大する中で、外国事業者から日

本国内の購入者へ向けた少額貨物が増加すればするほど、消費税の課税の中立

性を歪める。この少額貨物免税取引において、国内の個人消費者及び事業者は、

消費税の納税義務者となる。国内の事業者が購入者の場合は、外国からの仕入

れであり、国内取引の販売時に、課税のメカニズムが回復するため、課税上、

問題を生じない。ところが、国内消費者が購入者の場合には、最終消費に該当

するため、課税のメカニズムが止まり、完全な課税漏れが生じる。従って、「財」

の輸入取引においても、「BtoC 取引」の場合には、消費税の税収漏れが生じて

おり、海外にいる納税義務者である事業者からどのようにして、わが国の消費

税収を徴収するかが課題となる。  

現在、国外から消費者が輸入取引を行う場合の税関手続きは、輸送方法によ

り、①国際宅配便、②郵便小包、③一般貨物の３つの税関の手続に区分される。  

                                                  
21財務省・前掲（注 15）p22 参照。  
22 基本的には、課税価格は、商品価格、保険料、送料等の合計金額として課税さ

れるが、「郵便小包」で送られてくるものには、輸入者の個人使用目的であるもの

に限り、個人用品特例で、課税価格は実際の価格より卸売価格程度（インボイス記

載価格の 60％）に設定される。  
23財務省・前掲（注 15） p40 参照。  
24 但し、本邦の産業に影響を与える物品については、政令で適用除外とされる。

（関税法施行令第 16 条 3）。  
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①  国際宅配便に係る関税手続き 

 国際宅配便を利用した場合における通関手続きは、通関業者が代行し、関税

などの税金を立て替え払いした上で、個人へ配達する。通関業者が、立て替え

払いした消費税は、後日、個人が現金又は銀行振込みにより完了する。  

 

②郵便小包に係る関税手続き 

（ア）無税・免税品の場合･･･最寄りの郵便事業株式会社から名宛人へ  

直接配達する。  

（イ）課税品の場合  

 ・購入する財の課税価格が 1 万円以下の「郵便小包」の場合は、受取人（個

人）へ郵便局から直接配達される。この場合、輸徴法第 13 条 1 項の少

額貨物免税制度により、免税される。（本稿の推計の対象部分に該当する） 

 

 ・税金の合計額が 1 万円以下の「郵便小包」の場合は、税関外郵出張所か

ら名宛人に対し「国際郵便物課税通知書（以下「課税通知書」）と郵便小

包が直接配送される。配達時に税金の納付を郵便事業株式会社に委託す

れば受取ることができる。  
 

 ・税金の合計額が 1 万円を超え 20 万円以下 25の「郵便小包」の場合は、郵

便小包の到着と税額等の連絡がある。郵便小包は、連絡された税金がす

ぐに支払いが可能な場合は、配達時に税金の納付を郵便事業株式会社に

委託すれば受取が可能となる。税金の納付がすぐにできないときは、郵

便事業株式会社から課税通知書が送付され、当該通知書を持参の上、指

定された郵便局で納付書の交付を受け、銀行又は郵貯銀行の窓口にて税

金を納付し、郵便小包を受取る。  
 

 ・税金の合計額が 20 万円を超える「郵便小包」の場合には、課税通知書

のみが送付され、上記 1 万円～20 万円以下の場合と同様の手続きを経て、

郵便小包を受取ることができる。  

                                                  
25 輸入郵便物における課税価格 20 万円を超える郵便物の割合は、輸入郵便物件数

の約 0.06％（2007 年現在）となっており、平成 21 年 2 月 16 日から 30 万円から

20 万円へと税関への輸出入申告の免除の枠が縮小された。  
（税関 http://www.customs.go.jp/参照） 
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 ・「外国から到着した郵便物の税関の手続きのお知らせ」という葉書が届い

た場合には、当該葉書を税関外郵出張所宛に郵送又は持参か電話により

連絡を行う。税関で書類と商品を照合し、価格を確認し、問題が無い場

合は、上記と同様の方法で郵便小包を受取ることができる。  

 

③一般貨物に係る関税手続き 

 航空会社又は船会社から商品の受取人に通知され、通知を受けたら、「仕入書

（インボイス）」、「運賃明細書」など輸入通関手続に必要な書類を揃えて、通関

を依頼する又は、受取人自身で貨物が保管されている倉庫を管轄する税関に出

向き「輸入（納税）申告書」に「インボイス」及び「運賃明細書」を添付し、

通関手続を行う。 

これら３つの輸入方法に対し、効率的で実効性の高い消費課税を行うことが

課題となる。この課題については、次に述べる「マルチペイメントネットワー

ク」を活用することで課題をクリアしていくことが可能と考える。 

 

(2)税関・消費税等の納付に係る「マルチペイメントネットワーク」26 

「e-Japan 重点計画」等に基づき、2003 年度までにインターネット等を利用し

た国税等の電子納付を可能にするシステムの整備・構築が進められた。既存の

各税関で稼働している航空貨物通関情報処理システム（Air-NACCS）、海上貨物

通関情報処理システム（Sea-NACCS）、税関手続き申請システム（CuPES）及び外

郵入事務電算処理システム（COMTIS）に、納付情報の作成・管理の機能を追加

し、通信サーバーを介して、「マルチペイメントネットワーク」で官公庁等の収

納機関と金融機関間とを結び、収納システムに接続する。これにより、関税・

消費税等の輸入申告等が可能となり、電子納付時に金融機関から収納機関へ納

付情報が通知される仕組みとなっている。この電子納付システムの構築は、日

本銀行、官公庁及び金融機関等が参加している「日本マルチペインメントネッ

トワーク推進協議会」により仕様の検討が行われた。2004 年 3 月 22 日より、

当システムの運用が開始されたが、現時点での利用率は限定的となっている。 

                                                  
26 関税・消費税等の納付に係るマルチペイメントネットワーク対応について  
（http://www.customs.go.jp/tetsuzuki/mpn/mpn_gaiyou.htm）参照。  
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１．６ 税務行政上の困難について 

電子商取引による国際間の「役務の提供」が増加する中で、税関は「外国貨

物」のみを税務執行しており、課税技術の限界に直面している。本来、課税は、

経済取引の実態を税務当局が正確に把握することにより、適切に行われる。と

ころが、電子商取引の場合、商取引を行う者の氏名、企業名、住所などの情報

が正確であるとは限らず、誰がどこでどのような取引をしたか取引の実態把握

が困難となっている。また、インターネットを通じて、売り手と買い手が直接

やりとりするため、中間事業者を省いた新しい流通経路が確立した。税務当局

は、従来、流通経路の複数の中間業者を通じて実態を把握することができたが、

電子商取引の発達で、税務調査の機会が減少している。加えて、電子上の取引

記録の改ざんや抹消が容易に行うことができるため、取引記録の検証がより一

層難しくなっている。辻（ 2002）は、電子商取引に関して、「これまで課税当

局が依存してきた税務調査技術、情報申告制度、源泉徴収制度などを根底から

覆すものになりかねない。」27と警鐘をならしている。  

 

(1)国税庁の対応 

国税庁は、電子商取引の増加に対応すべく、2000 年、東京と大阪の国税局内

に「電子商取引」の税務調査を専門におこなうチーム（PROTECT：Professional 

Team for E-Commerce Taxation）を立ち上げた 28。 2007 年現在、全国 11 の国税

局と沖縄国税事務所に、電子商取引の専門チームが設置され、管内の税務担当

職員と連携し調査が行われている。大阪国税局の専門チームは、2003 年～ 2006

年末までの 3 年半で、約 1,100 件、約 126 億円の「電子商取引」による所得の

申告漏れを摘発している 29。昨今、電子商取引の課税申告漏れが目立っており、

国税庁が本腰を入れて対応している。「電子商取引」は、第三者から取引の把

握を困難にし、税務行政に支障をきたすだけでなく、わが国の所得税だけでな

く、消費税についても減収させているのである 30。  

                                                  
27辻  富久（2002）『電子商取引に伴う課税ベースの浸食（上）』税経通信 57 巻 5
号参照。  
28 国税庁・第 2 回国税審議会 説明資料参照。  
29 2007 年 3 月 10 日 朝日新聞  朝刊  参照。  
30電子商取引による取引形態の変化は、所得税だけでなく消費税の課税についても

困難している。  
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(2)政府税制調査会の議論 

政府税制調査会は、「経済取引に対して適切に課税していくためには、誰が

いつどこで、どのような取引をどれだけおこなったかといった取引の実態を税

務当局が正確に把握し得る仕組みが必要であり、･･･（中略）･･･電子商取引は、

インターネットの持つ匿名性に関し、税制及び執行の両面で新たな問題を投げ

かけている」さらに、「この問題への対応は、クロスボーダーにおいてより困

難な問題が生じる」と指摘している 31。この政府税制調査会の指摘を踏まえ、

本稿では、クロスボーダーによる電子商取引が引き起こす消費課税への影響を

検討するものである。  

この課税上の問題点について、次の第 2章では、先行事例である EUを中心に、

国際間の役務提供の消費課税に係る内外判定の基準が、「事業者の事務所等の所

在地基準」から「顧客の所在地基準」へ変更して、国内取引に取り込む方法な

ど海外の先行事例及び解決アプローチについて、見ていくこととする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                                  
31 政府税制調査会（ 2000 年 7 月）「政府税制調査会中期答申」 pp367～ pp368。  
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第２章 国際間の電子商取引に係る消費課税の先行事例 

 

２．１ EU における動向 

(1)背景 

 ヨーロッパ諸国は、1993 年に、政治・経済が統合され「EU」として、単一市

場が誕生した。この単一市場の誕生により、EU 域内の国境管理が廃止され、通

関等の面で、単一国家と同様の状況となった。しかし、市場統合後も各加盟国

は、独自の付加価値税制度を保有し続けている。 

市場統合による通関の廃止により、1987 年の EU 委員会において、①EU 域内

の VAT の税率をハーモナイズさせる、②EU 域内の取引に係る納税者の納税手続

の簡素化するために原産地課税主義に基づき、各国で徴収した付加価値税額（以

下「VAT」という。）を消費額により、税収配分を行う「クリアリングハウス」

をパッケージとした案が提案された。しかし、実際の消費量を正確に反映した

税収配分を行う十分な仕組みの構築において、各加盟国の利害が対立し、提案

は、現在も棚ざらしの状態となっている32。 

EU として経済統合に対応すべく、1991 年 12 月に、第 6 次指令の暫定措置と

して「財の域内取引については、仕向地原則に基づき、国境税調整を行った上

で、輸入国の税率が課せられる」ことが採択された。この採択以降、EU 域内の

「 財 」 の 取 引 は 、 税 関 の 代 わ り に 税 務 署 に よ る 「 暫 定 的 付 加 価 値 制 度

（Transitional VAT System）」に基づいた国境税調整を図るシステムが、継続

運用されている33。 

 

(2)「財」の国際取引に係る課税の取扱い  

 上記(1)で述べた「暫定的付加価値制度（Transitional VAT System）」に示

すとおり、EU 域内の財の国際取引に対する VAT の課税は、その消費地国で課税

を行い、原産地では非課税とする仕向地課税主義が採用されている。従って、

輸出国側は、輸出物品に対し、VAT を課税せず、輸出免税により、輸出物品に

                                                  
32 森信茂樹（2000）「国際的電子商取引と消費課税」『国際税制研究』No.5p105

参照。  
33 Council Directive 2006/112/EC of 28 November 2006 on the common system 
of value added tax, Article43.  
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係る前段階までに含まれる仕入に係る VAT が還付され、輸出時に「国境税調整」

を行っている。 

この課税方式の下では、国内製造された物品と、輸入された物品は、共に輸

入国の税率で課税される。また、EU 型付加価値税の特徴である「仕入仕送状（イ

ンボイス）」による仕入税額控除は、「国境税調整」を正確に行うことができ、

課税の中立性が確保されるため、特に国境を越える取引の課税に適している。 

EU 域内の加盟国間の「財」の BtoB 取引については、EU の統合により、かつ

て「輸出」として取り扱っていた取引を「域内供給」とし、また「輸入」とし

て取り扱っていた取引を「域内取得」と取り扱う。そのため、「域内供給」は免

税の取扱いとなり、「域内取得」は、仕向地課税主義に基づき、消費地で課税す

ることとなった。これに対し、BtoC 取引は、原則、原産地課税主義が採用され

る。その理由は、付加価値税の間接税という構造上、原産地で先に事業者に課

税することにより、課税の実効性を確保している。但し、特定の分野について

は、政策上、仕向地課税主義が採られている。 

 

(3)「役務の提供」の国際取引に係る課税の取扱い 

「サービスの提供」は、「当該サービスの提供地」を管轄する国によって課税さ

れる。かつての EEC の第 2 次指令34において、原則、提供されるサービス、移

転又は付与される権利又は貸付けられた目的物が利用又は享受される場所

（used or enjoyed）をサービスの提供地としていた（第 2 次指令第 6 条第 3

項）。これを「提供地基準」という。ところが、サービス取引を巡る近年の状況

を踏まえ、第 6 次指令35において、「提供地基準」の提供地を「サービスの提供

者の所在地」へと改正された。 

 

 

 

                                                  
34 Second Council Directive of 11 April 1967 on the laws of the Member States 
relating to turnover taxes. 
35 Sixth Council Directive 77/388/EEC of May 1977 on the harmonization of 
the laws of the Member States relating to turnover taxes-Common system of 
value added tax: uniform basis of assessment.  
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①第 6 次指令第 9 条第 1 項：（原則） 

 サービスが提供される場所の判定基準として、原則、(ⅰ)サービスの提供者

に よ る 事 業 設 立 地 、 又 は （ ⅱ ） サ ー ビ ス を 提 供 し た 固 定 的 施 設 （ fixed 

establishment）の所在地であり、これがない場合には、その提供者の住所又は

居住地となる。従って、サービスの提供地の基準が適用できない場合は、「提供

者の所在地基準」（「提供者基準」）となる。この判定基準の適用について、藤本

（2005）36は、「一国内にサービスを提供する者と享受する者が所在する場合に

は、サービスの消費地と提供地は、一致する。消費課税は、サービスが実際に

使用又は享受された場所で課税することが、「消費の概念」に馴染むと考えられ

るが、サービスが実際に使用又は享受された場所を決定することは、事実上、

困難である」と述べている。また、かつて採用されていた「提供地基準」は、

各国の国内法制化する過程において、解釈の余地が大きく、サービスの提供に

関する判定基準が不統一となり、二重課税、或いは、二重免除の問題が指摘さ

れている事を EU が踏まえた結果といえよう37。 

 

②第 6 次指令第 9 条第 2 項：（例外） 

EU 域内の他の国の事業者又は、EU 域外の事業者から提供される特定のサービ

スが BtoB 間でなされた場合、EU 域内の提供を受ける事業者の事務所等所在地

を「提供地」とする。また、サービスの提供を受ける者が事業者であり、かつ、

一定の「純粋サービス」である場合は、役務提供を受けた事業者の事務所地を

「提供地」とみなす。このような判定基準を設けた理由には、IT の発達と、グ

ローバル化、規制緩和の社会背景が重なり合うことにより、「役務の提供」の提

供のあり方に変化を生じ始めたからである。 

表 2－1 に示す一定の「役務の提供」は、第 6 次指令第 9 条第 2 項で、それぞ

れサービスの「提供地」が定められている。 

 

 

                                                  
36 藤本哲也「サービスの国際取引に対する EU 型付加価値税の課税を巡る諸問題に

ついて」中央・ロー・ジャーナル（2005）ｐ 30 参照。  
37 水野忠恒（1990）『サービス貿易と課税問題：消費課税を中心として』NIRA 研

究叢書 No.9000065pp82～pp84 参照。  
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表 2－1 EC 第 6 次指令第 9 条 2 項に規定する役務の提供の判定基準 

（ⅰ） 不動産関連サービス 不動産の所在地（同項（a）） 

（ⅱ） 輸送関連サービス 運送された場所（同項（ｂ）） 

（ⅲ） 
文化・芸術・ｽﾎﾟｰﾂ・科学・教育・ 

娯楽サービス 

それらが実際に行なわれた場所 

（同項（ｃ）） 

(ⅳ) 動産の賃貸 その利用場所  （同項（ｄ）） 

（ⅴ） 

著作権、ライセンス等の権利の譲渡、

広告サービス、コンサルタント・ 

エンジニア・弁護士・会計士のサービ

ス、銀行・証券・保険サービス 

顧客（事業者に限る）による 

事業設立地又は 

固定的施設（fixed establishment）

の所在地。 

これらが無い場合、顧客の住所又は

居所のある地。 （同項（e）） 

 

表 2－1 の（ⅴ）は、「提供地基準」に対し、消費者に焦点を当てた「顧客基

準」を採用している。「顧客基準」が適用される場合、外国事業者のうち課税事

業者に該当するものは、顧客が所在するすべての国に登録しなければならない。

藤本（2005）は、この（ⅴ）に関して 3 つの特徴を述べている。 

まず１点目として、EU 加盟国は、二重課税、不課税、市場競争上の歪みを防

止するために、加盟国は、EU 域外のサービスの「提供地」38を、第 6 次指令第

9 条第 3 項（ｂ）によって、サービスが実際に利用及び享受された域内国の領

域にあるもの（the effective use and enjoyment of the services take place）

として、9 条 3 項（ｂ）のみなし規定により、国内取引として擬制し、課税管

轄地を覆す（逆転させる）点である。 

次に 2 点目として、サービスの提供を受けた事業者は、その提供者に代わっ

てサービスに係る VAT の納税義務を負う点である。通常、VAT の納税義務者は、

サービスの提供者（販売事業者）であるが、購入側の事業者に納税義務を逆転

させていることから、「仕入税（リバース・チャージ；reverse charge）」と呼

ばれる。本来、サービスは、税関を通過しない性質のものであり、EU 域内の BtoB

取引の場合、販売側の事業者に納税義務を負わせると、消費地国側の税務当局

が、域内供給国の事業者に対し、課税し、徴収することとなり、徴税コストや

課税の実効性の面で問題がある。このため、サービスを購入した事業者（顧客）

                                                  
38 EC 第 6 次指令第 9 条参照。  
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に「仕入税」の申告義務を負わせて、課税漏れを防止している。この仕入税の

採用のメリットとして、①サービス提供者が顧客の国で非居住者である場合で

もその国に事業者登録をする必要がないこと、②顧客の国の税務当局は、自国

居住者である事業者へ課税を行なうこと、③国内事業者との市場競争に歪みを

与えないこと、④課税当局が、無形資産やサービスの価格に関する情報を入手

することができることなどを挙げている39 40。最後 3 点目として、表 2－1 の（ⅴ）

に属する「顧客基準」を採用するサービスが増加している点である。EU におい

て、役務の提供地に関する判定基準が統一した基準が用いられていない。従っ

て、EU 加盟国間又は、EU 域外の取引相手国間で、統一した判定基準を導入しな

い限り、二重課税、或いは二重免除を生ずる。この点について、OECD(2004)も、

国際間の役務提供に係る消費課税の不統一が招く課税上の問題点を指摘してい

る41。つまり、役務の提供や無形物の消費課税は、視覚的に捉えられないため、

どの時点で、誰に対し納税義務が成立するか判定するための基準となる「施設」、

「使用」、「享受」及び「実行」の定義や解釈が異なるため各国の足並みが揃わ

ないと考えられる。 

 

(4)「役務の提供」の変化と対応  

 近年の IT の発達、グローバル化や規制緩和の社会背景の変化に伴い「役務の

提供」のあり方に変化が生じた。EU における国際間のサービス取引に係る課税

ルールでは、上記（３）②第 6 次指令第 9 条 2 項（例外）の表 2－1 に示すサー

ビスに該当しない新たなサービスは、原則の「提供地基準」により判定し、課

税する。しかし、この「提供地基準」を適用することにより、EU 域外に所在す

る事業者が提供した場合、サービスが EU 域内で消費されていても、EU 域内国

で課税することができない。この内外判定の基準が、EU 域内事業者と EU 域外

事業者との間で、市場競争に歪みを生じさせた。そこで、VAT 課税による市場

競争の歪みを解消すべく、近年、２つのサービス取引において第 6 次指令の改

正が行われた。 

                                                  
39 西山由美（2001）p225 参照。  
40渡辺智之（ 2000）「クロスボーダー取引と消費課税－電子商取引への対応－」  
一橋大学経済研究所 pp84～pp85 参照。  
41 OECD・前掲（注 7）14 参照。  
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①電気通信サービスに係る課税 

電気通信サービスの分野において、規制が緩和され、アメリカの事業者が、

EU 域内でのサービス提供が認められる状況となった。そこで、アメリカの事業

者が、EU 域内で「コールバック・サービス」を提供した。アメリカは、EU の

VAT に相当する国税がないため42、「サービスの提供地＝アメリカ」の拠点を通

じて、EU 域内へ電話するサービスを行うことで、EU の VAT 相当分安く、EU 域

内事業者より有利に事業を展開していた43。 

1999 年 6 月 17 日に、欧州委員会は、「電気通信サービス指令」44（第 6 次指

令第 9 条第 4 項）を新設し、「電気通信サービス」について、「顧客基準」を採

用し、上記（３）②第 6 次指令 9 条 2 項（例外）の表 2－1 の（ⅴ）の判定基準

を適用した。この判定基準により、EU 域外の課税事業者から EU 域内の個人消

費者に提供される「電気通信サービス」の提供地は、第 6 次指令第 9 条第 3 項

（ｂ）のみなし規定により、サービスが実際に使用及び享受された域内国の領

域で提供がなされたとみなす改正が行われた。 

また、「電気通信サービス」に係る VAT の納税義務は、EU 域外から EU 域内の

個人消費者に対し、電気通信サービスを提供する事業者を、加盟国の領土内に

所在する者として取扱い、納税義務者とした45。この規定により、EU 域内事業

者が EU 域外に「電気通信サービス」の提供を行う場合は、「顧客基準」を適用

し、EU 域内では課税しない。よって、国際間の「財」の取引と同様に仕向地課

税主義が適用される。この規定により、域内で提供される「電気通信サービス」

は、消費地である EU 域内で課税され、税収が確保されることとなった。 

他方、EU 域外から域内に向けた「電気通信サービス」に関しては、BtoC 取引

の場合、EU 域内のサービス提供を受ける事業者（顧客）の所在地国において課

                                                  
42 VAT に相当する「小売売上税」（州税）は、現在も５つの州（アラスカ、デラウ

ェア、モンタナ、ニューハンプシャー、オレゴン）は導入していない。そのため、

「役務の提供」を行う事業者の事務所の所在地が５州のいずれかに該当する場合、

EU で VAT が免除され、アメリカでは不課税取引となり、どちらの国からも課税が

行われない「二重免除」を生じる。 
43 森信・前掲（注 32）p106 参照。  
44 Council Directive 1999/59/EC of 17 June 1999 amending Directive 
77/388/EEC as regards the value added tax arrangements applicable to 
telecommunications services. 
45 第 6 次指令第 21 条第 1 項（ｂ）の改正。  
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税事業者登録を行うことがルール化され、域外事業者は、EU 域内の顧客所在地

国のすべてに課税事業者登録が必要となった46。この指令の整備によって、域

内の事業者が「電気通信サービス」を域外で提供する際、サービスの購入者所

在の仕向地国で課税が行われることになった。 

従って、BtoC 取引の国際間の役務提供は、EU 域外事業者を登録させ、国内事

業者として取扱い、「国内取引」に擬制して、VAT 課税する仕組みを構築したの

である47。このため、EU 加盟国のうち最も VAT の税率の低いルクセンブルク

（15％）に税収が集中するという問題が生じ、EU に加盟していないイギリスが、

この制度に対し批判している48。この制度の要は、外国事業者に登録を適正に

行わせる事により、課税のメカニズムが働く点である。そのため、登録に強制

力を有しない事業分野では、EU 域外の課税事業者を登録までたどり着かせる実

効性や徴税の効率性をいかに確保するかという点が最大の課題となる。 

 

②電子的に提供されるサービスに係る課税 

 電子的に提供されるサービスとは、インターネット上の音楽のダウンロード

や e-learning（遠隔教育サービス）などの取引であり、従来、「提供者基準」（原

則）が適用されていた。ところが、「提供者基準」を適用した場合、上記①「電

気通信サービス」の事例と同様、EU 域外の事業者は、EU 域内の顧客にサービス

を提供し、EU 域内消費者がサービスを消費したにも関わらず、課税が行われな

い。これに対し、EU 域内の事業者は、「提供者基準」が適用されるため、EU 域

外の顧客にサービスを提供した時にも事業者所在地国の VAT を徴収しなければ

ならなかった。この判定基準の存在が、国際取引の場で、EU 域事業者は、域外

の事業者と比べ、VAT 相当分、不利な市場競争を強いられていた。そこで欧州

委員会は、2002 年 5 月に「電子商取引指令」を採択し、2003 年 7 月 1 日までに、

                                                  
46 域外事業者の課税事業者登録制度について、アメリカの商工会議所から「登録

制について、域外事業者にとってコストのかかる複雑な制度にならないようにすべ

きである。」という意見書が提出されている。  
47 但し、国際電話の場合には、域外事業者が登録や納税を行わないケースでは、

加盟国内の電話回線に接続の際、加盟国側で接続を拒否する強硬手段が可能であっ

た為、実効性を確保することができた。渡辺智之・前掲（注 40）p21 参照。  
48 吉田倫子（2002）「電子商取引と課税制度」Economic Review 2002.1 
p125 参照。  
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EU 加盟国にこの新指令の国内法制化を義務づけた49。「電子的に提供するサービ

スの提供」に係る EU 域外の事業者に対する VAT の取扱いは、上記①の「電気通

信サービス」に係る課税と同じく、「財」の取引と同様に仕向地課税主義が適用

されることになった。 

この「電子商取引指令」で規定された「電子的に提供されるサービス」の例

示として、電子的ネットワークを通じて行うデジタル財（音楽、映画、ゲーム、

画像、テキスト、情報、ソフトウェア等）の配信や教育サービス、データベー

ス・サービス等が列挙されている。  

なお、電子的に提供されるサービスの提供等に係る VAT の取扱いは、EU 域内

に本拠地、或いは、住所又は居所を有する個人消費者に向けて、EU 域外に事業

所を設立、又はサービスを提供する固定的施設（fixed establishment）を有す

る課税事業者、或いは、事業所を有さず EU 域外に住所又は居所を有する課税事

業者が、サービスの提供をする場合には、サービスの提供地の判定は「顧客（個

人消費者）」の本拠地、或いは、住所又は居所を有する提供地としている。 

この判定基準は、上記（３）②第 6 次指令第 9 条 2 項の表 2－1 の（ⅴ）の「顧

客基準」を適用するサービス区分に追加された50。次頁の図 2－2 において、EU

域内の VAT 課税の仕組みを「財の場合」と「サービスの場合」とに区分し、整

理したので、参照されたい。 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                                  
49 Council Directive 2002/38/EC of 7 May 2002 amending and amending 
temporarily Directive 77/388/EEC as regards the value added tax 
arrangements applicable to radio and television broadcasting services and 
certain electronically supplied services. 
 
50 EC 第 6 次指令第 9 条 2 項（ｆ）。  
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◇販売者  
VAT 登録  

 

 

◇  A 国で納税  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                         

◇  A 国で納税                       

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◇課税事業者  

消費者  

免税事業者  

商 品（財）  

年間売上一定額以上  

年間売上一定額以下  

 

 

 

A 国（販売者・固定的施設なし）

 

 

 

販売者  

 

○  

免税

 

○B 国で納税

B 国

課税事業者  一般サービス  
[提供者所在地 ] 

（EC 第 6 次指令 9①）

運輸サービス [到着地 ] 
教育、娯楽的活動等 [活動地 ] 
（EC 第 6 次指令 9②（b）（ c）） 

 

 

 

消費者  

免税事業者  販売者  
◇VAT 登録  

著作権、特許等  
広告サービス  
コンサルタント等  
金融・保険 [顧客基準 ] 
（EC 第 6 次指令 9②（ e））  

ﾘﾊﾞｰｽ・ﾁｬｰｼﾞ◇

（仕入税） ◇

課税事業者  

 

○B 国で納税

B 国

 

○  

○  

 

提供者  

 

 

 

○  

◇提供者  
VAT 登録  

課税事業者  
ﾘ ﾊ ﾞ ｰ ｽ・ ﾁ ｬ ｰ ｼ ﾞ

（仕入税） ◇

通信サービス  
（EC 第 6 次指令 9①）  

国際通信サービス  
（EC 第 6 次指令 9③ (b)） 

○ 事業者

○  

 
EU 域内（財）  

 
A 国（提供者・固定的施設なし）

 
EU 域内（サービス）  

 
通信事業者  

（ EU 域外）  

図 2－2.EU 域内の VAT 課税の仕組み  
山﨑（2000）ｐ31 より作成。  
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表 2－3 電子的に提供されるサービスの提供に係る第 6 次指令第 9 条 2 項（ｆ）

の規定追加 

（ⅴ） 

サービスの内容 サービスの提供地の判定基準 

著作権、ライセンス等の権利の譲渡、

広告サービス、コンサルタント・ 

エンジニア・弁護士・会計士のサービ

ス、銀行・証券・保険サービス・ 

電子的に提供されるサービスの提供

等 

顧客（事業者に限る）による 

事業設立地又は 

固定的施設（fixed establishment）

の所在地。 

これらが無い場合、顧客の住所又は

居所のある地。 （同項（e）） 

 

顧客（個人）の本拠地、住所又は居

所を有する場所。（同項（ｆ）） 

 

 

（注）2002 年 5 月に、第 6 次指令第 9 条 2 項の例外項目に新規に追加された。 

（下線部分が新規に追加された項目を表す。） 
    

これに対し、「電気通信サービス」に関しては、第 6 次指令第 9 条第 4

項の別規定を新たに設け、（ⅴ）の「顧客基準」を準用する方法が用いら

れている。 

 

BtoC 間の「電子的に提供されるサービスの提供」の完全な課税漏れを防ぐ手

立てとして、上記①の「電気通信サービス」（顧客が所在するすべての EU 域内

の所在国への登録する方式）と異なり、EU 加盟国の任意の 1 ヶ国に登録する「ワ

ン・ストップ・ショップ制度」（one-stop-shop）が採用された。この制度は、

EU 域外の事業者が EU 全域でおこなった取引を任意の 1 ヶ国に VAT の事業者登

録を行い、１つの VAT 事業者番号を使用し、１つの電子窓口で VAT の申告が可

能となる。申告書は、事業者が申告すべき個々の加盟国へ自動的に提出される。

納付は、VAT の納税が課される加盟国へ事業者が直接納付をしなければならな

い。このシステムは、EU 域外の事業者に対する課税の実効性を高めることが狙

いである。なお、「電子商取引指令」は、時限立法51であり、電子商取引の増大

に伴う国際間の「サービス取引」の課税の実験と捉えることもできる。EU では、

2002 年 5 月～2006 年 6 月末の 3 年間「電子商取引指令」を運用し、問題点の改

善を図った。2004 年 1 月 1 日に「電子インボイス指令」52が発効し、EU 共通の

                                                  
51 「電子商取引指令」の有効期限は、2006 年 6 月 30 日までとなっている。  
52 Council Directive 2001/115/EC of 20 December 2001 amending Directive 
77/388/EEC as regards the place of supply of services/*COM/2003/0822final- 
CNS2003/0329*. 
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単一かつ、簡素化されたインボイスのルールが制定された。書面のインボイス

に代えて、電子的に発効されるインボイスの発行の選択適用を認めている。こ

れらの EU の一連の徴税システムの取組みについて、藤本（2005）は、「歩きな

がら考える政策実行がなされている。」53と評しており、わが国においても運用

の中で答えを見つけ出してくやり方も必要と考えられる。 

 

２．２ EU のサービス提供地に関する VAT 指令の改正案 

(1)BtoB 取引の改正案 

2003 年末に、欧州委員会は、「サービス提供地に関する VAT 指令の改正案」54

を公表した。先述の①電気通信サービス、②電子的に提供されるサービス（電

子商取引）において拡充した第 6 次指令第 9 条第 2 項（e）の例外規定を一般規

定化するものである。 

 

BtoB 取引 （現行）  ＜改正案＞ 

サ ー ビ ス の 提 供 地

に関する原則 
提供者基準 → 顧客基準 

 

 

①現状の課題・問題点 

（ⅰ）国境を越える「サービスの取引」については、仕入税額控除ではなく、

「リバース・チャージ」による自主申告により仕入に係る VAT の還付を受

けるシステムとなっている。ところが、EU 域内の事業者は、他の EU 加盟

国での事業活動において支出した経費に含まれる VAT の還付に伴う手間や

時間を要するのを嫌い、仕入税制度を不正利用している。 

 

（ⅱ）「顧客の所在地」＝「サービスの提供地」とみなす第 9 条 2 項（e）の「顧

客基準」が採用されるサービスか否かの解釈上の問題が生じる。 

 

 

                                                  
53 藤本前掲（注 36）p33 引用。  
54 Proposal for a Council Directive amending Directive 77/388/EEC as regards 
the place of supply of services/*COM/2003/0822final- CNS2003/0329*. 
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②改善の方策 

従来から例外規定による課税管轄地の判定がなされる「サービス」を中心に、

執行上又は政策上の観点から「顧客基準」と異なる基準を採用する「サービス」

を再整理し、上記①に列挙した現状の課題・問題点の解決を図ろうとしている。 

 

表 2－4 「顧客基準」以外の基準を採用するサービスと判定基準 

（ⅰ） 不動産関連サービス 不動産の所在地 

（ⅱ） 旅客輸送関連サービス 運送された場所 

（ⅲ） 
文化・芸術・ｽﾎﾟｰﾂ・科学・教育・ 

娯楽サービス 

それらが実際に行なわれた

場所 

(ⅳ) 

レストランサービスなど 

いわゆる有形サービス（提供者と顧客が同時に

存在し、すぐに消費されるサービス） 

サービスの提供者の所在地

 

(2)BtoC 取引の改正案 

BtoC 取引については、2005 年 7 月に VAT 指令の改正案が公表された。 

①改正案の趣旨 

現行の「提供地基準」による「事業者登録制」の課税の下では、EU 域内の低

税率国（ルクセンブルクなど）からサービスの提供を行うような誘因が働く問

題がある。そのため、「提供地基準」の適用を狭める方向の提案がなされた。 

 

②現在の課題・問題点 

「電子的に提供されるサービスの提供」（例：デジタル財など）に係る取引では、

実際、EU 域外の事業者が「電子商取引指令」の「顧客基準」の適用を回避する

目的で EU 域内の低税率国へ事業拠点を移し、そこから EU 域内に所在する顧客

にサービスの提供を行う事例が発生している。 

 

③懸案事項  

（ⅰ）2003 年の改正案で、BtoB 取引のサービスの「提供地」の判定基準に「顧

客基準」を採用した経緯があり、BtoC 取引についてのみ異なる取扱いをす

ることで、事業者の事務負担が増加する。 
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（ⅱ）VAT 課税の実効性を高めるために、現行の BtoC 取引の原則である第 6 次

指令 9 条 1 項のサービスの提供に係る「提供者基準」を「顧客基準」へ変

更する場合、サービスの提供事業者が、個人消費者（顧客）のすべての所

在地国に事業者登録をする必要が生じる等、事業者の事務負担は大幅に増

加する。 

 

④改善の方向性 

 今回の改正案では、現行の原則「提供者基準」を継続しながら、部分的に、

「顧客基準」などの例外基準を適用する「サービス」の範囲を拡充していき、

できる限りサービスの消費地で課税が行われるよう改正案を提示している。 

 

表 2－5 課税管轄値の判定に係る例外基準を採用するサービスの一例（提案） 

サービスの内容 サービスの提供地の判定基準 

電子的に提供されるサービスの提供、 

電気通信サービス、ラジオ、テレビの放送

サービス、遠隔地教育など遠隔地からでも

提供可能なサービス 

 

顧客基準 

 

レストランサービスなど 

いわゆる有形サービス（提供者と顧客が同

時に存在し、すぐに消費されるサービス）

提供地基準 

 

２．３ EC 新指令（New VAT Directive）について 

これまで、EC 第 6 次指令は、EU における付加価値税の礎として役割を果たし

てきたが、2007 年 1 月 1 日に新指令（New VAT Directive；Council Directive 

2006/112/EC of 28 November 2006 on the common system of value added tax.）

が施行された。新指令でのサービスの提供地の一般原則は、これまでの第 6 次

指令の規定と同じ内容である。「財」の取引は、仕向地原則を適用し、「役務の

提供」は、原則、原産地原則を適用し、一部例外的に、仕向地原則を適用する

という基本方針は、EC 第 6 次指令の考え方をそのまま継承しており、これまで

との変更点はない55。 

                                                  
55 New VAT Directive；Council Directive 2006/112/EC of 28 November 2006 on 

the common system of value added tax. 
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２．４ OECD の動向 

(1)電子商取引に係る消費課税に対する議論 

 国境を越えた電子商取引にどのように課税を行うのかという問題を 1997 年

11 月フィンランドのテュルクにおいて、OECD 非公式会談で初めて話し合われた。 

①オタワ会議 

 OECD（経済協力開発機構）は、1998 年 10 月にオタワ会議（電子商取引に係

る閣僚級会合）において、電子商取引に係る課税問題が検討され、以下の内容

が確認された。 
 

<ア> 確認された事項 

（ⅰ）電子商取引についても、公平、中立、簡素の租税原則が適用されること。 

（ⅱ）既存の課税ルールを電子商取引に適用することによって、その租税原   

則を実現できること。 

（ⅲ）各国の課税権を維持しつつ、電子商取引から生じる課税ベースを公平に 

分配し、二重課税や意図しない不課税を回避しなければならないこと。 

（ⅳ）国際取引の場合、消費が行われる場所で課税が行われるべきであるとい 

う基本原則の下で、デジタル財の取引は、物品（goods）の供給ではなく、 

サービスの提供であること。 

 
 

<イ> 決定された事項 

「電子商取引・課税の基本枠組み（Electronic Commerce：Taxation Framework 

Conditions）」56という報告書（通称：「オタワ・フレーム」）が公表された。 

  この報告書の中で、電子商取引の課税問題について、「電子商取引は世界規

模での大きな経済ポテンシャルを持つものだけに、課税が阻害要因にならな

いようにするとともに、税収面においても、不足の影響を与えることのない

よう、適切な課税原則の下に歳入確保を図っていきたい」という基本方針が

示された。また、電子商取引に適用される一般課税原則に、「中立性」、「効

率性」、「確実性」、「簡素性」、「実効性」、「公平性」、「柔軟性」を挙げ、その

中で最も重要な原則として、「課税の中立性」を示し、「取引の諸形態間、 

                                                  
56 Electronic Commerce：Taxation Framework Conditions 
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或いは電子商取引と他の伝統的取引の間で課税が中立的なものでなければなら 

ない」と述べている。そして検討すべき課題に、電子商取引における本人確認 

の問題など税務執行上の問題を指摘している。 

 

②OECD 租税委員会 

 2001 年 2 月に、OECD 租税委員会第９作業部会（以下「WP9」）報告書「電子商

取引に対する消費課税の局面（Consumption Tax Aspect of electronic Commerce, 

A Report from Working Party No.9 on Consumption Taxes to the commission 

of Fiscal Affairs）」が公表された。この報告書においては、大きく２つの論

点があり、（１）消費地をどのように定義するか、（２）徴税の仕組みをどのよ

うにするかである。 

OECD において、OECD の WP9 及びその下部組織である電子商取引サブグループ

は、オタワ会議以降、①クロスボーダーのサービス取引における消費地の定義

の検討と、②消費地において消費課税を執行するための徴税メカニズムの 2 点

の検討を重ね、「クロスボーダーのサービス取引に関する消費地の定義に関する

ガイドライン案」及び、ガイドライン案とは別に、消費地の定義を実際に適用

するための「推奨されるアプローチ案」を提示した。  

まず、「消費地の定義に関するガイドライン案」で示された内容は、BtoB 取

引は、サービスを受取った事業者の所在地を「消費地」とする。これに対し、

BtoC 取引は、サービスを受けた消費者の住居所在の jurisdiction57を「消費地」

とする案であった。このガイドライン案では、従来、内外判定として、事業者

に焦点を当てた判定基準から、「消費」の概念とより密接性の高い「消費者」を

中心とした判定基準へ変更している点にある。  

そして、消費地の定義を実際に適用するための「推奨されるアプローチ案」

に関して、BtoB 取引は、自己申告又は「リバース・チャージ」が提案されて

いる。他方、BtoC 取引は、消費課税自体が困難であることを踏まえ、中期的

には、テクノロジーを活用した新しい徴税メカニズムの開発に期待を寄せてい

る。そこで、OECD は当面の対応として、市場競争や歳入の面で、サービス輸入

                                                  
57 Jurisdiction とは、特定の課税当局によって税の賦課・徴収が行われる範囲を

いう。  
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に対する課税が必要な国は、免税点を設定し、海外事業者のコンプライアンス

コストを最小限に抑えた「登録制度」の導入を提案し、EU での先行事例を踏

襲している。  

OECD の「ガイドライン案」と「推奨されるアプローチ案」は、それぞれ狙い

が異なっている事に留意が必要である。まず「ガイドライン案」は、国家間の

消費課税の課税管轄地を決定することを目的としており、二重課税、或いは、

二重免除を回避するための国際的な「整合性」に狙いを置いている。これに対

し、「推奨アプローチ案」は、徴税メカニズムの検討が目的であり、国際的な整

合性を必要としていない。むしろ、それぞれの国内事情を考慮した、最も各国

において馴染む「徴税メカニズムの開発、検討を促すこと」を目的としている。

「推奨アプローチ案」は、課税と徴税の「実効性」が重視されおり、ビジネス・

サイドの意見として、徴税システムの簡素が要望されている。これは、納税シ

ステムが簡素であればあるほど、高い納税遵守が期待でき、課税の簡素、効率

性の観点によるものである。 

これらの仕組みは、EU での「電子商取引指令」で示された制度と基本的に同

様のものが提案されている。上記以外の「徴税の方法」として、以下 4 つのメ

ニューが示されたが、いずれも一長一短で決め手にかけるものとなっている。 

 

（ⅰ）国外の販売事業者を消費地国に登録させ、売上時に消費地国の付加価

値税を顧客から徴収し、消費地国の税務当局へ送金させる方法。 

（ⅱ）消費者が、クレジットカードを使って決済を行う際に、金融機関又は、

インターネット・サービス・プロバイダが、消費者から付加価値税を源

泉徴収し、消費地国に源泉徴収した税金を納付される方法。 

（ⅲ）消費者が、認証ソフトウェアを使って、その所在国の税務当局に対し、

直接、自己申告させる方法。 

（ⅳ）国外の事業者が自国の税務当局に納税し、その後に各国の課税当局間

で配分を行う方法。 
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(2)無形資産及び役務の提供の国際取引に係る消費課税の問題 

 OECD では、2003 年以降、電子商取引自体に焦点を当てた議論ではなく、「国

境を越える無形資産及び役務の提供」に係る消費課税の検討へと検討課題を転

換した。そして、2004 年以降、無形資産及び役務の提供の国際取引について、

二重課税、或いは二重免除を回避するため、付加価値税の適用改善に関する検

討がなされた。  

OECD では、2004 年に「国境を越える無形資産及び役務の提供」に係る消費

課税の検討のレポートの中で、役務の提供や無形資産における消費課税の二国

間協定のようなものを作成することも有効な方策の１つであると述べている。  

 

２．５ 「IT-APA」について 58 

 ボストン大学のリチャード・トンプソン・アインワース教授が論文で「IT-APA」

というソフトウェアソリューションを紹介している。「IT-APA」とは、本来、移

転価格税制の対応ソフトとして開発されたものである。「IT-APA」は、所得税、

関税、消費税（付加価値税）の税額計算に必要なデータをプログラミングすれ

ば、税額が自動計算されるシステムである。  

 既にアメリカにおいて、認定サービスプロバイダー（CSP）及び認定自動化

システム（CAS）が、21 の州において金銭の払い込みだけでなく、租税判定、

確定申告書提出、記録保持システムとして完全に機能しており、「売上税簡素化

イニシアチブ（SSTI）」という名前で知られていることが論文の中で紹介され

ている。  

 ここまで第 1 章、第 2 章では、国際間の電子商取引の問題点や海外での先行

事例について確認した。そこで、次の第３章では、国際間の電子商取引が、日

本の消費税収にどの程度のインパクトを与えているか現状を確認した上で、推

計モデルを使い検証することとする。  

  

 

                                                  
58 Richard Thompson Ainsworth “IT-APAs:Harmonizing Inconsistent Transfer 
Pricing Rules in Income Tax-Customs-VAT “ Boston Universty School of Law 
working paper series,Law and Economics working paper No.07-23. 
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第３章 わが国の電子商取引の発達と消費課税に及ぼす影響 

 

３．１ 消費税をとりまく社会変化 

1988 年にわが国では消費税が創設され、翌年の 1989 年より実施されて、今

年で 20 年目を向かえる。この 20 年間で、社会をとりまく状況が、大きく変化

した。その大きな変化の１つに、IT の導入を挙げることができる。 

IT の導入は、2001 年 3 月（森内閣当時）に「e-Japan 重点計画」が策定され、

その重点政策の１つに「電子商取引等の促進」が盛り込まれていた。この計画

の中で、電子商取引の市場規模に関しては、2003 年に 70 兆円を大幅に上回る

規模に成長させること、インターネットの普及に関しては、2005 年までに国内

3,000 万世帯に高速インターネット網を常時接続可能な環境に整備すること等

を具体的な数値目標を掲げ、政府内に IT 戦略本部が設置された59。 

これらの国家レベルでの情報インフラ整備計画の下、1990 年代後半より、国

内のインターネット普及率は、急速な勢いで高まっていった。IT の普及がどれ

程目覚ましいものかは、『平成 13 年度国民生活白書』の中で、固定電話、携帯

電話とインターネットを例として挙げ、サービスが開始時から国内人口に対す

る普及率 30％に達するまでに要した期間の比較がなされている。各情報通信が

普及に要した期間は、以下のとおりである。 

  固定電話：87 年 ＞ 携帯電話：10 年 ＞ インターネット：7 年 

このように、固定電話や携帯電話と比べ、極めて短期間で社会全体に普及し

たことを確認することができる。IT の導入や電子商取引の増加は、現行消費税

法の施行後に生じた後発事象であり、消費税法の立法者が予測することは基本

的に困難な状況と考えられる。そのことは、次節 3.2(1)の図 3-1 の IT の人口

普及率からも推察することができよう60。 

 

 

                                                  
59 首相官邸ホームページの IT 戦略本部「e-Japan 重点計画」（2001 年 3 月）

（http://www.kantei.go.jp/jp/it/network）を参照。  
60 総務省が国内のインターネット利用状況について 1997 年に調査を開始してお

り、それ以前は見当たらない調査が行われていない。裏を返せば、1996 年以前は、

調査の対象にすらならない程度であったことが推察される。  
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３．２ わが国における IT 導入の現状 

(1)日本国内のインターネットの普及状況 

わが国のインターネット利用人口及び人口普及率の推移を把握するため、総

務省公表の『情報通信白書』の数値を用いて、図 3-1 わが国のインターネット

の利用者数と人口普及率を作成した。 
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図 3－1 わが国のインターネット利用人口及び人口普及率 

（出所）『情報通信白書』（平成 9 年～平成 18 年）（総務省）より引用。 

 
（注）①インターネット利用者数（推計）は、本調査結果に基づく、6 歳以上

で過去 1 年間にインターネットを利用したことのある者についての推

計値である。インターネット接続機器については、パソコン、携帯電

話、PHS、携帯情報端末、ゲーム機等あらゆるものを含み（当該機器

を所有しているか否かを問わない。）、利用目的等についても、個人的

な利用、仕事上の利用、学校での利用等のあらゆるものをも含む。 

②人口普及率（推計値）は、本調査で推計したインターネット利用人口 

8,529 万人を平成 17 年 10 月の全人口推計値 1 億 2,771 万人（国立社

会保障・人口問題研究所『わが国の将来人口推計（中位推計）』で除し

たものである。 

③平成 9～12 年末までの数値は「通信白書」から抜粋。平成 13～17 年末
の数値は通信利用動向調査における推計値である。 

④調査対象年齢については、平成 11 年調査までは、15 歳～69 歳であっ
たが、その後の高齢者及び小中学生の利用増加を踏まえ、平成 12 年
調査は、15 歳～79 歳、平成 13 年以降は、6 歳以上に拡大したため、
これらの調査結果相互間では厳密な比較はできない。 
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図 3-1 より、2006 年現在では、国民の人口当たり普及率は 69.5％に達し、イ

ンターネット利用人口は、8,754 万人に達している。利用人口は、総務省が統

計を取り始めた 1997 年と比較し約 7.4 倍に増加している。 

 

(2)インターネットの利用者層について  

図 3-1 より、日本国民全体の傾向として、インターネットの利用率は、上昇

傾向にあるが、世代別、年収別の利用実態を総務省公表の『通信利用動向調査』

の世帯編の 2001 年～2006 年の数値の推移を用いて確認する。図 3-2 は、当該

調査結果に基づき、世代別のインターネット利用状況をグラフで示したもので

ある。 
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図 3－2 世代別のインターネット利用状況 

（出所）総務省『通信利用動向調査』（平成 13～18 年度）世帯編より作成。 

 

図 3-2 より、13 歳から 49 歳の年齢層が平均 90％と高い利用率となってい

る。これに対し、50 歳以上の利用率については、50％を切っている。さら

に、年齢区分が 10 歳上昇するにごとに、平均 10％ずつ利用率が低下してい

る。この調査結果を通じて、世代間でインターネットの利用に偏りがあるこ

とを確認することができよう。 
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 次に、世帯主の年収別によるインターネット利用率を参照する。図 3-3

は、当該調査結果に基づく「世帯年収別の個人のインターネット利用率」を

示したグラフである。世帯主年収が最も高い区分に属する世帯ほどグラフは

上方に位置しており、世帯主の年収が低いほど利用率は低くなる傾向にある。 
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図 3－3 世帯年収別の個人のインターネット利用状況 

（出所）総務省『通信利用動向調査』（平成 13 年～18 年）世帯編より作成。 

 

 世帯主の年収が最も高い 2,000 万円以上の年収区分に属する個人の利用率が、

年収 1,500～2,000 万円以下に属する世帯主の利用を下回っているケースがあ

るが、これには年収が最も高い区分に属する世帯のうち、65 歳以上の世帯が

50％を占めることが影響しているものと考えられる。図 3－3 より、年齢層が高

くなるほど、インターネットの利用率が低くなる傾向が確認されており、その

傾向が反映された結果、利用率を押し下げたものと考えられよう。 

 

(3)国内の事業者間取引（以下「BtoB 取引」）の現状 

インターネットの普及に伴い、年々、電子商取引の市場規模は、増加傾向に

ある。経済産業者（当時、通商産業省）は、日本国内の電子商取引の市場規模

に関して、1998 年以降、毎年「電子商取引に関する市場規模・実態調査」を実

施している。この調査結果に基づき、図 3－4 に国内における「BtoB 取引」の

電子商取引市場規模の推移を作成した。 
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図 3－4 国内の「BtoB」取引の市場規模の推移 

（出所）『日米電子商取引の市場規模調査』（1998 年）及び 

   『電子商取引に関する市場調査報告書』（1999 年～2006 年）より作成。 
 
（注）1999 年は、BtoB 取引に関する調査を実施していないため、1998 年調査 

時の 1999 年予測値を使用している。 

 

2006 年の「BtoB 取引」の市場取引に占める割合は 12.6％で、市場規模は 147.9

兆円に達している。2003 年には、77.4 兆円となっており、前述の「e-Japan 重

点計画」の 2003年の目標値であった 70兆円を達成していることが確認できる。 

 

(4) 国内の事業者・消費者間取引（以下「BtoC 取引」）の現状 

それでは、次に「BtoC 取引」の市場規模を見ていくことにする。経済産業省

が毎年実施する「電子商取引に関する市場規模・実態調査」の結果に基づいて、

図 3－5「国内における BtoC 取引の電子商取引市場規模の推移」を作成した。 

但し、2004 年以降「BtoC」取引の市場規模の推計の狙いが日米比較へと移り、

電子商取引の定義が変更された。具体的には、1998 年～2003 年の推計値は、国

内の家計最終消費をベースとした数値（電子商取引による輸入消費金額を含ま
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れる。）であり、2004 年～2006 年の推計値は、国内企業の売上高をベースとし

た推計値（電子商取引による輸入消費金額を含まない。）である。従って、図 3

－5 は「BtoC」取引の市場取引規模の推移を経年で示しているが、2003 年を境

に範囲が異なっており、経年比較ができない点に留意が必要である。 
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図 3－5 国内の「BtoC」取引の市場規模の推移 

（出所）『日米電子商取引の市場規模調査（1999 年 3 月発表）』及び 

『電子商取引に関する市場調査報告書』（1999 年～2006 年61）より作成。 

 

 

当該調査では、2006 年の「BtoC 取引」の市場取引に占める割合が示されてい

ない。「BtoC 取引」の市場取引に占める割合を参照したところ、前年 2005 年の

「BtoC 取引」の市場取引に占める電子商取引の割合は 1.2％で、市場規模は 3.46

兆円である。2006 年の市場規模は、4.39 兆円に達しており、1 年で約 1.26 倍

の伸びを示している。しかし、前述の国内「BtoB 取引」と比べた場合、国内「BtoC」

の市場規模は、極めて限定的な規模といえよう。 

 

 

                                                  
61 『電子商取引に関する市場調査報告書』において 2006 年の BtoC 取引の EC 化

率が算定されていないため、表示できない。  
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３．３ 電子商取引が引き起こす税収に対するインパクトの先行研究 

2000 年 7 月に、米国会計検査院（Government Accounting Office）が、アメ

リカ国内において 1998 年より施行実施されている「ネット課税凍結法（The 

Internet Tax Freedom Act）」に基づくインターネット商取引の非課税によるこ

との税収減少額が、合計 38 億ドル62となることを公表した63。 

2001 年 10 月 8 日付の日本経済新聞の記事によると、テネシー大学の調査よ

り、アメリカの州政府が電子商取引により捕捉不能となる税収金額が、2001 年

で 133 億ドル64と推計され、企業間の電子商取引の急成長に伴い、2006 年には

452 億ドルに捕捉不能額は増大すると予測を発表している。 

日米間の電子商取引規模の推移を経済産業省が公表する『電子商取引に関す

る市場調査報告書』過去 9 年分を用いて、図 3－6 の「BtoB 取引」、図 3－7 は

「BtoC 取引」の推移をそれぞれ作成した。この図 3－6 及び 3－7 からも読み

取れるように、アメリカは、日本に先行して、電子商取引が発達し、市場規模

は現在もなお拡大し続けており、ネット課税凍結による税収減が深刻味を帯び

た問題となっている。この事案は、日本においても近い将来、現行消費税法の

問題点が改善されない場合、同レベルの事象発生を予感させる問題である。 

以上を踏まえ、次節 3.4 では「電子商取引」が引き起こす消費課税への影響

の推計を行う。なお、グローバルリーチ社が、2002 年 9 月に WEB 上のコンテ

ンツに使用されている言語の割合について調査を実施している。国際間の電子

商取引の実態を分析する上で、ポイントとなる資料と考える。その調査結果を

表 3－8 に示したので参照されたい。  

                                                  
62 １$＝131.2 円換算（1998 年）  
63米国会計検査院は、公表した税収減少額について、インターネット売上高、販売

の伸び、販売への課税について信頼できるデータがないため、正確な数値を算出す

ることは困難というコメントを添えている。  
64 １$＝122.2 円換算（2001 年）  
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図 3－6 日本と米国における「BtoB」取引規模の実績額（比較）の推移 

（注） 1999 年の米国 BtoB 取引の調査をされなかった為、点線でつないだ。  
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図 3－7 日本と米国における「BtoC」取引規模の実績額（比較）の推移 

（注）日本の BtoC 市場規模には不動産関連取引分が含まれているが、米国の

BtoC 市場規模に含まれていない。1999 年は、米国の BtoB 取引の調査が

されなかった為、点線表示した。  

（出所）総務省『平成 17 年版情報通信白書』及び『日米電子商取引の市場規模

調査（ 1999 年 3 月発表）』及び『電子商取引に関する市場調査報告書』

（ 1999 年～ 2006 年）より作成。  
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  表 3－8 WEB 上のコンテンツに使用されている言語の割合 

(2002 年 9 月調査) 

         

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   （出所）グローバルリーチ社（http://global-reach.biz/globstats)より作成。  

 

表 3－8 は、2002 年 9 月にグローバルリーチ社が全世界の WEB 上のコンテ  

ンツにおいて、何語で表記されているか調査した結果を示している。これ以降、

このような調査がグローバルリーチ社を含め確認することができない。そこで、

2002 年とやや古いデータではあるが、このデータを本稿では用いる。表 3－8

より、 1 番 WEB 上の占有率が高い言語は、英語であり 68.4％を占めており、

全体の約 7 割を占めている。次いで、日本語の 5.9％、ドイツ語の 5.8%と続い

ている。世界の英語の利用人口を考えた場合、妥当な結果といえよう。ここで

着目すべきは、日本語で表記された WEB 上のコンテンツが約 6％も占めている

点である。世界における日本語の利用人口の規模を考慮すると、極めて高い数

値であり、わが国の IT の普及率の高さを読み取ることができよう。また、WEB

上で英語が主流であることが確認でき、国際間での電子商取引は、英語の運用

能力が、一定以上の人により行われていると推察することができよう。  

 

 (％)

英 語  68.4 

日 本語  5.9 

ドイツ語  5.8 

中 国語  3.9 

フランス語  3.0 

スペイン語  2.4 

ロシア語  1.9 

イタリア語  1.6 

ポルトガル語  1.4 

韓 国語  1.3 

その他  4.6 
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３．４ 国際間の電子商取引が引き起こす消費税収損失額の推計 

 

 本節では、電子商取引が消費税収に与えるインパクトを推計する。推計にあ

たり、電子商取引が及ぼす消費税収損失額について定義を行う。第 1 章の 1.2

で述べたとおり、本稿での「電子商取引」は、「商取引（＝経済主体間での財の

商業的移転に関わる、受発注者間の物品、サービス、情報、金銭の交換）を、

インターネット技術を利用した電子的媒体を通して行うこと」65と定義する。

そして、第 2 章の現行消費税の規定の論点整理より抽出した電子商取引が引き

起こす消費税収損失額は、「わが国の現行消費税法の未整備（インターネット上

のデジタル財の購入取引）に起因する不課税取引に係る消費税額及び輸入品の

課税価格の合計額が 1 万円以下の少額貨物に係る内国消費税の徴収等に関する

法律（以下「輸徴法」）の適用に起因する消費税免税額の合計税額」と定義し、

推計を行う。 

 

(1)電子商取引が引き起こす消費税収損失額の推計方法 

これまで示した電子商取引のすべてが消費税の課税漏れを生じているわけで

はなく、税収の損失額を推計するためには、第 1 章の 1.5 で示した BtoC 取引に

係る輸入取引の範囲の取引の規模を算出する必要がある。しかし、実際には、

このような取引を個別に算出したマクロデータは存在しない。そこで、消費に

関するミクロベースのデータから個別の消費者が対象となる消費支出のうち

2005 年の電子商取引の利用率を求め、男女別・年齢別の利用率を使用し、全体

の電子商取引規模を推計していく必要がある。 

電子商取引が引き起こす消費税収損失額の推計は、先行研究・黒澤（2006）

の推計モデルを参考にし、本稿では、第１段階と第２段階とに区分し、男女別・

年齢別に分けて推計を行う。第 3 章の図 3-2 からも読み取れるように、性別・

年代で、電子商取引の利用に偏りがあり、性別及び年齢別の電子商取引の利用

割合を考慮した手法を用いることで、より実態に近い国内消費者の電子商取引

による年間輸入消費金額を推計することができるものと考え、この推計法を本

稿では採用した。 

                                                  
65 「電子商取引に関する市場実態調査 平成 11 年度」より引用。  
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①  電子商取引による国内消費者の年間消費金額の推計【第１段階】  

まず、第１段階では、本章の 3.4 で示した電子商取引の定義に基づく電子商

取引による国内消費者の品目別の年間消費金額の推計を行った。経済産業者

（1998 年当時は通商産業省）の委託団体が 1998 年以降、毎年実施している「電

子商取引に関する市場規模・実態調査」の電子商取引の定義が 2004 年に変更さ

れた。このため、2004 年以降の調査報告書より得られる国内 BtoC 取引の品目

別の市場規模金額には、「消費者が購入した輸入品の消費金額」が含まれていな

い。また、2008 年現在、官公庁及び民間シンクタンクによる、国内の家計最終

消費をベースとした推計データが見当たらない。そこで、総務省（2006 年 3 月）

公表の「ICT の経済分析に関する調査報告書平成 17 年度」の中で示されている

「電子商取引市場規模の試算モデル」を使用し、『平成 17 年国勢調査』（総務省）

の国内人口の確報値に、「平成 17 年通信利用動向調査」（総務省）のインターネ

ット利用率、インターネット利用者に占める電子商取引利用者の割合（購入率）

及び国内消費者の電子商取引利用者の年間の平均購入金額（輸入品を含む）を

乗じて、男女別・年齢別の推計を行い、その結果を合算した。なお、インター

ネットに接続する際の利用ツールとして、パソコンを利用した場合と、携帯電

話を利用した場合が考えられることから、各ツール別に対応させて推計を行っ

た。以下に、「品目別の電子商取引市場規模の試算モデル（１式）」及び「（１式）

の概念図」を示す。 
    

btocX ＝k  j i ,iP
,ij u ,, ikj r kjikj C ,,,   （１式） 

            10,.....2,1,2,1,2,1  ijk  

 

  btocX ：企業から家計への品目別の販売額（購入者価格） 

  P ((：人口 

  u ((：人口に対するインターネット利用者の割合 

  r  ：インターネット利用者に対する品目別の電子商取引利用者の割合 

( C   ：電子商取引利用者の品目別の年間平均購入額 

  j  ：男女 

i ((：年齢階層（6 歳以上） 

( k  ：パソコン又は携帯電話 
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＜１式の概念図＞ 

部品の意味合い）            ＜品目別利用率＞     

                ＜取引利用率＞  品目別   

           ＜利用ツール＞   有    

・
・

・

     ･
･
･

 

              パソコン  

                  (   無   品目別  平均購入金額  

             (( 携帯電話   有    ･
･
･

     ･
･
･

 

    

((無  

 

 
 

図 3－9 推計モデル 1 式の概念図 

 

本稿は、黒澤（2006）の推計モデルを参考にして、品目別算定により、①イ

ンターネット上におけるデジタル財の購入取引（現行消費税法の未整備に基づ

く不課税取引）、②輸徴法第 13 条 1 項の適用を受ける課税価格の合計が 1 万円

以下に該当する少額貨物取引（免税取引）に係るそれぞれの原因に対応した市

場取引金額を別個に算定した。この算定方法より、①不課税取引を起因とする

税収損失額と②少額貨物免税取引を起因とする税収損失額の把握が可能となっ

ている。 

 

②国外比率に基づく国内消費者の年間輸入消費金額の推計【第 2 段階】 

第２段階で行う電子商取引による国内消費者の「年間輸入消費金額」の推計

は、黒澤（2006）の推計モデルを使用した。黒澤（2006） 66で使用している電

子商取引に係る「国外比率」と同様、電子商取引による海外からの購入を算定

するために、第一生命保険相互会社のシンクタンク・ライフデザイン研究所

2002 年公表の「外国語でのコミュニケーション能力」の調査67を参考とした。

当該数値データは、2001 年とやや古いが、男女別・年齢別に区分され、幅広い

                                                  
66 黒澤盛章（2007）「新しい市場形態の発展による消費税制のあり方－デジタル

財の電子商取引課税－」『経済研究』第 7 号東京国際大学大学院  参照。  
67 「仕事に関するサラリーマン・OL 意識調査」（2002 年）第一生命保険相互会社

ライフデザイン研究所参照。  

  品目別・男女別・年齢別電子商取引率（％）×  品目別市場規模 

ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ 
利用者   
 

  平均購入金額×人口

  

  平均購入金額×人口
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年齢層をカバーしている。当該調査で、一定の外国語の運用レベル（「仕事レベ

ル」、「日常会話レベル」及び「辞書を片手に読解するレベル」）と回答した者の

男女別・年齢別の割合を、本稿では、「海外事業者から電子商取引をおこないう

る最大の輸入割合」と捉え、「国外比率」として用いた。第 2 段階では、黒澤（2006）

の推計モデルに基づき、第１段階で推計した「国内消費者の電子商取引に係る

年間品目別の男女別・年齢別の消費金額」に、外国語の運用レベルに基づく「男

女別・年齢別の国外比率」を乗じて、「国内消費者の電子商取引に係る年間品目

別の男女別・年齢別の輸入消費金額」を推計した。 

第 2 段階で推計した「国内消費者の電子商取引に係る年間品目別の男女別・

年齢別の消費金額」に、消費税率 5％（国税分 4％＋地方消費税分１％）を乗じ、

本稿の目的とする電子商取引が及ぼす消費税収損失額を推計した。 

なお、黒澤（2006）の推計モデルに従い、一定の外国語運用レベルを有する

者の男女別・年齢別の割合（国外比率）を jE とし、品目別の年間輸入電子商取

引金額 btocY を（２式）のとおり定義する。 

btocY ＝ btocX × jE  （２式） 
 

また、推計の目的である税収損失額については、品目別の国内消費者に係る  

年間輸入電子商取引金額 btocY に消費税率 t を乗じて求める。これを消費税収額を

btocT と示すと、次の（3 式）のように表すことができる。  

btocT ＝ btocY × t   （３式） 

（２式）及び（３式）の概念図は、図 3－10 に示すとおりである。 

                                  

 

                             

                           

                          

                                 
 
 
 

 
                     ×5％（消費税率） 

                 

(電子商取引が及ぼす消費税収損失額（不課税取引・免税取引に起因）) 

 

 
国内の店舗から  
調達した分    
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商取引  

 
国内  
電子  

商取引  
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第１段階での推計した 

品目別の年間電子商取引金額 btocX  × 

電子商取引による 
品目別の年間輸入消費金額 btocY＜３式の概念図＞ 

＜２式の概念図＞ 

国内消費者の年間品目別消費金額  

図 3－10 消費税収損失額算出の流れ  
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３．５ 消費税収損失額の推計結果及び考察 

（1）消費税収損失額の推計結果 

3.3 で示したモデルに従って推計を行った結果を表 3－11 及び表 3－12 に示

した。表 3－11 は、2005 年現在のわが国における「デジタル財の輸入取引に係

る不課税取引（直接的電子商取引）に起因する税収損失額（推計値）」を品目別

に示した表である。他方、表 3－12 は、2005 年現在のわが国における「輸徴法

第 13 条 1 項の少額貨物免税取引（間接的電子商取引）に起因する税収損失額（推

計値）」を品目別に示した。 

 
 

表 3－11 デジタル財の輸入取引に係る不課税取引（直接的電子商取引）

に起因する税収損失額  （2005 年、単位：億円、推定値）      

     品  目    税収損失額 

PC ソフトダウンロード 5.57 

音楽コンテンツ 17.47 

映像コンテンツ 4.41 

文字コンテンツ 4.14 

ゲームコンテンツ 3.09 

合 計 額 34.67 

 

表 3－12 輸徴法第 13 条 1 項の少額貨物免税取引（間接的電子商取引）に 

起因する税収損失額  （2005 年、単位：億円、推定値） 

     品  目    税収損失額 

PC ソフト及び周辺機器 59.77 

  書籍及び音楽 CD、映像 DVD 73.84 

  TV ゲームソフト 65.79 

    合 計 額 199.40 

※ (1)及び (2)の合計額・・・234.07 億円（2005 年、推計値） 68 

なお、数値の四捨五入により、合計と一致しない部分がある。 

                                                  
68推計では、実際の支出額に単一税率 5%を乗じている。従って、消費税が課され

ると支払価格が 1.05 倍に増加する。支払価格の上昇は、価格弾力性に応じて購入

量を変化させる可能性があるが、ここではその変化を考慮していない。  
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これらの推計結果より、少額貨物の輸入取引（輸徴法第 13 条 1 項の少額貨物

免税制度適用）が、インターネット上でのデジタル財の輸入取引（不課税取引）

と比べて約 5.7 倍の消費税収損失額を発生させていることが判明した。本稿の

末尾に、推計モデルの各過程で算定された詳細な数値データを付表 3-1 から付

表 3-9 に整理し、添付したので参照されたい。 

 

（2）推計モデルと付表データの対応関係  

本稿末尾の付表データを参照するにあたって、推計モデルと末尾の付表デー

タとの対応関係について説明していくこととする。 

本稿の推計モデルの第１段階の推計過程は、付表 3-1(1)～ (5)及び付表

3-2(1)～(3)に示した。まず「付表 3-1（1）～（5）」に関しては、直接的電子

商取引のデジタル財に係る国内消費者が国内外を含めて各品目についての年間

購入金額の推計金額を示した表である。この「デジタル財に係る国内消費者の

年間購入金額の推計」に必要な数値は、消費者が電子商取引の実施時に使用し

たツール別（パソコン、携帯電話）の各品目に係る年齢別の購入率（「平成 17

年通信利用動向調査」のアンケートに基づく数値）、『平成 17 年国勢調査』の年

齢別の人口、電子商取引実施時のツール別の各品目の年間平均購入額に係る年

齢別の年間平均購入額である。直接的電子商取引に関しては、「男女別・年齢別」

のデータがないため、「年齢別」レベルのデータを使用した。これらの数値の中

から、『平成 17 年国勢調査』の人口と電子商取引の実施時に使用したツール別

各品目の年間平均購入額において、年齢別の人口と品目別の年間平均購入額を

それぞれ対応させて、乗じて得た数値を合計し、直接的電子商取引による品目

別の市場規模金額（推計値）とした。そして、先で算出した「各品目の年齢別

の電子商取引の市場規模金額（推計値）」に「各品目の年齢別の購入実績率」を

乗じ、「2005 年における国内消費者の電子商取引に係る品目別の年間購入金額

（輸入を含む金額）」を算定した。これらの推計の過程と結果を付表 3-1(1)～

(5)に示した。以下、表 3-13 は、付表 3-1(1)～(5)の推計値を抜粋し、一覧表

に示したものである。 
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表 3-13 電子商取引による品目別年間購入金額（2005 年、単位：億円・推計値） 

参照先     使用ツール 

購入品 

パソコン 

使用 

携帯電話

使用 
合計 付表 

3-1 

（1） PC ソフト・周辺機器 387.9 12.8 400.7 

（2） 音楽コンテンツ 344.7 1,069.1 1,413.7 

（3） 映像コンテンツ 258.4 430.5 669.9 

（4） 文字コンテンツ 211.7 214.5 426.2 

（5） ゲームダウンロード 156.0 211.7 367.7 

（注）四捨五入により、合計と一致しない場合がある。 

 

表 3-13 の推計結果より、直接的電子商取引のデジタル財の取引では音楽コ 

ンテンツが最も年間購入金額が大きいことが読み取れる。それも携帯電話から

のアクセスによる購入額が高くなっており、電子商取引の手軽さと音楽コンテ

ンツの必要な曲だけを安く購入したいというニーズとがうまく融合し、市場と

して根付いたものと分析される。 

次に「付表 3-2(1)～(3)」は、本稿の推計モデルの第１段階の推計のうち、

インターネットを通じて国内消費者が商品を注文し、後日商品が発送される取

引を品目別に国内外を含めた年間平均購入金額（推計値）を示した表である。

この「インターネットを通じて国内消費者が発注した各品目の年間購入金額の

推計」には、上記の「デジタル財に係る国内消費者の年間購入金額の推計」と

同様のデータが必要となる。そこで「インターネットを通じた発注」の「男女

別・年齢別」の利用率のデータを使用した。なお、少額貨物免税の制度に起因

する税収損失額を測定するために課税価格 1 万円以下の商品を選んで推計をお

こなっているが、年間の品目別の合計平均購入額の平均が 1 万円を超える商品

がある。統計上、1 取引あたりの取引金額及び品目別の取引頻度が調査されて

おらず、回答者数で除した「品目別の年間平均購入額」が示されていた。その

ため、本稿では、年間の「品目別の年間平均購入額」を 12 ヶ月で除して得た金

額が 1 万円以下である品目を推計の対象として扱った。『平成 17 年国勢調査』

の人口と発注時に使用したツール別の各品目の年間平均購入額を、男女別・年
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齢別に人口と品目別の年間平均購入額をそれぞれ対応させ、乗じた数値を合計

し、電子商取引による品目別の市場規模金額（推計値）を算定する。次に、「各

品目の男女別・年齢別の電子商取引の市場規模金額（推計値）」に「各品目の男

女別・年齢別の購入実績率」を乗じ、「2005 年における国内消費者の電子商取

引に係る品目別の年間購入金額（輸入を含む金額）」を求めた。その「国内消費

者がインターネットを通じて発注した各品目の男女別・年齢別の市場規模金額

（推計値）」に「各品目の男女別・年齢別の購入実績率」を乗じ、「2005 年にお

ける国内消費者のインターネットを通じて発注した品目別の年間購入金額（輸

入を含む金額）」を算出した。これらの推計の過程及び結果を付表 3-2(1)～(3)

に示した。以下、表 3-14 は、付表 3-2(1)～(3)の推計値を抜粋し、一覧表に示

した。 

 

表 3-14 間接的電子商取引による国内消費者の品目別年間購入金額 

（2005 年、単位：億円・推計値） 

参照先     使用ツール 

購入品 

パソコン 

使用 

携帯電話

使用 
合計 付表 

3-2 

（1） PC ソフト・周辺機器 10,825.8 144.6 10,970.3 

（2） 書籍・CD 12,951.3 299.6 13,250.9 

（3） ゲームソフト・関連用品 11,965.4 647.7 12,613.1 

（注）四捨五入により、合計と一致しない場合がある。 

 

表 3-14 の推計結果より、インターネットを通じて国内消費者が発注した品目

の中で「書籍・CD」が最も取引高が大きい。「書籍・CD」は、自分のニーズに適

う商品について、インターネットを通じて幅広い情報を短時間で収集すること

ができ、かつ、自分で足を運んで得られる情報やそれに伴うコストと比較考量

した場合、合理的な取引方法と評価することができる。 

次に、第 2 段階の推計を「付表 3-3」～「付表 3-9」に示した。本稿の推計モ

デルの第 2 段階の推計のうち、電子商取引による国内消費者の「年間輸入消費

金額」を求める推計において、外国語の運用レベルに基づく「男女別・年齢別

の国外比率」が必要となる。その「国外比率」を外国語の運用能力を指標とし
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て算出した。「付表 3-3」は、第一生命保険相互会社のシンクタンク・ライフデ

ザイン研究所が 2002 年公表した「外国語でのコミュニケーション能力」の調査

結果(調査実施 2001 年)をもとに作成したデータ69の一覧表である。しかし、当

該研究所の調査では、20 歳～60 歳の男女に係る調査しか行っていない。そのた

め、本稿では、調査結果のない年代は、直近の年代の数値をそのまま同じ数値

を使用して推計をおこなった。なお、この「付表 3-3」の数値のうち、一定の

外国語の運用レベル（A：「仕事レベル」、B:「日常会話レベル」及び C:「辞書

を片手に読解するレベル」）と回答した者（A+B+C 集計）の男女別・年齢別の割

合を、本稿では、「海外事業者から電子商取引をおこないうる最大の輸入割合」

と捉え、「国外比率」として用いた。但し、当該調査は、社会人を対象としてお

り、6 歳～19 歳の取引規模の推計に当該調査結果を反映させることは推計を歪

める恐れがあるため、第 2 段階の推計の対象から除いて、推計を行った。 

付表 3-4 及び付表 3-5 の「不課税取引に係る品目別の輸入商取引率」は、付

表 3-1(1)～(5)及び付表 3-2(1)～(3)に掲載している「電子商取引の実施時に使

用したツール別（パソコン、携帯電話）に各品目に係る年齢別の購入率」に付

表 3-3 のうち一定の外国語の運用レベル（A+B+C 集計）の男女別・年齢別の割

合を年齢別に集約させて乗じて得た率を「海外事業者から電子商取引をおこな

いうる最大の輸入割合」とする「国外比率」を示した。「付表 3-6 及び付表 3-7

の「少額免税取引に係る品目別の輸入商取引率」は、付表 3-4 及び付表 3-5 と

同様の処理をおこなって算出した数値である。 

推計の第 2 段階の最終段階では、電子商取引によるデジタル財の取引は、「国

内消費者の電子商取引に係る品目別の年齢別の年間消費金額」に付表 3-4 及び

付表 3-5 の「年齢別の国外比率」を乗じ、「国内消費者の直接的電子商取引に係

る年間品目別・年齢別の輸入消費金額」を推計した。この推計結果を前掲の表

3-13 に示している。なお、詳細は、本稿末尾に添付する「付表 3-8（1）～(2)」

の「不課税取引（デジタル財の購入）に係る消費税収損失額（推計値）」を示し

た。 

                                                  
69客観的な英語運用能力が把握可能な統計として、TOEIC のスコアなどが適当と

考えたが、（財）国際ビジネスコミュニケーション協会 TOEIC 運営委員会では、

年齢別・男女別のスコアの人数比は非公開のため、入手可能な資料を用いて推計を

行った。  
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他方、間接的電子商取引による少額貨物免税の適用を受ける取引は、「国内消

費者の電子商取引に係る品目別の男女別・年齢別の年間消費金額」について、

付表 3-6 及び付表 3-7 に示した「男女別・年齢別の国外比率」を乗じて、「国内

消費者の間接的電子商取引に係る年間品目別の男女別・年齢別の輸入消費金額」

を推計した。推計結果を前掲の表 3-14 に示した。なお、詳細は、本稿末尾の「付

表 3-9 少額貨物免税適用に係る消費税収損失額（推計値）」を参照されたい。 

 

(3)推計の考察 

推計を行った結果、「直接的電子商取引」に起因する税収損失額は、約 34.7

億円（2005 年・推計値）であり、他方「間接的電子商取引」に起因する税収損

失額は、約 199.4 億円（2005 年・推計値）で合計で約 234.1 億円と算定され、

税収に与えるインパクトは、直接的電子商取引によるデジタル財の取引よりも

間接的電子商取引による少額の輸入取引が増大していることが判明した。 

現行の消費税法では、「少額免税制度」により、外国から調達した「財」が、

日本国内で消費されるにも関わらず、現行法上、消費税が免除されている。ま

た、電子商取引によりインターネットを通じた海外事業者から電子商取引によ

るデジタル財の購入は、「事業者の事務所等の所在地」を内外判定の基準とする

ため、国外と判定され、消費税の課税の対象にすらならない。「直接的」及び「間

接的」電子商取引は、わが国の消費税の課税の中立性を歪めるだけでなく、わ

が国の消費税収を減少させている。  

国際間の電子商取引の消費課税に関する先行研究の多くは、BtoC 間のデジタ

ル財の輸入取引の課税規定の不備を指摘し、早急に輸入デジタル財に係る消費

税法の整備を主張するものが目立つ。これに対し、本稿は、2005 年ベースの推

計を行った結果、先行研究で指摘する国際間の役務提供に係る課税規定の導入

だけでなく、消費税法施行令第 6 条 2 項 7 号の規定改正と、輸徴法第 13 条 1

項の少額貨物免税制度の撤廃をワンセットとした同時見直しを提案する。この

提案の理由として、外国貨物に係る輸徴法第 13 条 1 項の免税制度が温存された

場合には、国内消費者は、商品代金、輸送費及び保険料の合計額（CIF 価格）

が 1 万円以下で、なおかつ、輸送コスト等が商品価格の 5％より低いとき、輸

徴法第 13 条 1 項の免税制度を利用し、間接的電子商取引を選択するインセンテ
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ィブが強く働くものと考えられる。特に、将来、わが国の消費税率が引き上げ

た場合、今以上に少額貨物免税の適用を受けようとするインセンティブがより

強く働くと予測される。従って、消費税法に輸入取引の「電子貨物」の課税規

定の導入と併せて、消費税法施行令第 6 条 2 項 7 号の内外判定の規定が限定適

用されるよう改正すべきと考える。加えて、輸徴法第 13 条 1 項の免税制度の撤

廃を含め、これら 3 つの規定を同時に見直すことを提言する。 

この見直しにより、わが国の消費課税の中立性が確保されるとともに、消費

税収の確保に繋がるものと考える。 
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第４章 今後のあるべき姿 

 

本稿では、国際間の電子商取引の BtoC 取引を中心とした消費税の課税漏れ

に対して、焦点を当てて考察した。  

まず、第 1 章では、国際間の電子商取引における消費税法の問題点を確認し

た。現行のわが国の消費税法では、「役務の提供」の輸入取引を課税する規定が 

ないことを確認した。内外判定の観点から考察した結果、役務の提供がおこな

われた場所が明らかでない場合には、消費税法施行令第 6 条 2 項 7 号により、

役務の提供に係る「事業者の事務所等所在地基準」により判定される。ところ

が、近年、増加する電子商取引では「事業者の事務所等所在地」と「役務の提

供が行われる場所」が国内と国外にそれぞれが所在しており、そのような状況

の下では、現行の内外判定が適切に機能せず、「国外取引」と判定される。 IT

の進展が、内外判定の基準を形骸化させ、課税漏れを生じさせることがわかっ

た。また、国際間の「財」の取引は「仕向地原則」で統一されているが、国際

間の「サービス」の取引は「仕向地原則」と「原産地原則」の考え方の両方の

課税原則が混在適用され、国家間で不統一となっている。その事が二重課税、

或いは二重免除の原因となっている。また、国際間の「財」の取引の場合は、

第三者から客観的に把握することができ、課税の取扱いも明快となる。他方、

「サービス」取引については、視覚的に捉えられないため、どの時点で消費と

みなし課税するかの判定が難しく、各国間での解釈の幅が課税の不統一を招い

ている。これに加え、電子商取引による BtoC 取引は、最終消費に該当するため、

最終消費者が購入する時点で適切に課税できていない場合、完全な課税漏れが

発生する。他方、BtoB 取引は、国際間の電子商取引によりデジタル財等の役務

の提供を外国事業者から受けた場合、基本的に「業務上の仕入れ」に該当する

ため、電子商取引によるデジタル財等の役務の提供を受けた時点では、課税漏

れとなるものの、仕入れた資産に付加価値を加えて、国内での販売時点で消費

税の課税のメカニズムが回復し、課税漏れが解消される。しかし、BtoB 取引で

あっても純粋サービスと言われる広告・業務運営上のコンサルティングなどの

「最終消費者」の側面が強いと考えられる場合は、消費税の課税の構造上、BtoC

取引と同様の問題が生じると考えられる。  
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輸徴法第 13 条 1 項に基づく、国際間の電子商取引により発注し、商品を輸入

する少額の外国貨物は、消費税が免除されている。課税価格の合計額 1 万円以

下の小口商品の取引が行われる BtoC 取引では、消費税を免れることになる。国

際間の「財」の取引は、「仕向地原則」が適用され、国際的な統一ルールとなっ

ている。従って、輸出国側で課税が免除され、わが国においても輸徴法第 13

条 1 項による免税によって「二重免除」が発生している。この免税制度の存在

が、日本国内で調達した消費支出に対しては、消費税が課税されるが、インタ

ーネットを通じて、海外事業者から調達した消費支出には、課税されないとい

う課税上の問題を明確に示した。 

第 2 章では、これらの問題を先行して取り組んでいる EU の仕組みや OECD

が提唱する「消費課税のモデル条約」などについて検討した。  

EU をとりまく背景として、経済統合や国税歳入に占める消費税収に関して、

わが国は約 20％であるのに対し、フランスなどは付加価値税に依存した税体系

となっている特殊事情がある。これらの特殊事情に基づく「事業者登録制度」

の導入は、EU 加盟国の協力を前提に機能している仕組みである。しかし、「事

業者登録制度」による申告納付は、海外事業者にとって事務負担が大きく、経

済活動の阻害となるものと考えられ、わが国は、この方法に追従するべきか慎

重に考えるべきであろう。  

これに対し、OECD の「ガイドライン案」は、一般的な内容に終始している

が、消費課税における最初の国際ルールの基準案である点や OECD 加盟国が一

致して支持した基準案という点で、果たした役割は大きい。本稿は、OECD の

提案のうち、「租税条約」が、わが国の消費課税上の問題をクリアさせる１つの

手段と考える。租税条約は、基本的に直接税に対して用いられるもので、国家

間の課税権を調整し、二重課税や脱税を防ぐ役割を担っている。租税条約で締

結した内容と国内法の規定が競合する場合、憲法で条約優先となり「租税条約」

が「国内法」に優先して適用される仕組みとなっている。すなわち、「消費課税

に関する租税条約」をつくり、取引相手国と締結しておけば、「租税条約」が優

先適用されるので、二重課税、或いは二重免除のような課税上の問題の解消が

期待される。但し、国際間の電子商取引に対し、どのようにして「消費地」の

確認を行うのか、また、消費課税の仕組みにおいて、取引相手が「消費者」な



                  －58－ 

のか、それとも「事業者」なのか、これら課税要件を正しく識別し、拾い上げ

ていくことが、今後の重要な課題となる。  

次に第 3 章においては、第 1 章及び第 2 章を通じて確認した問題に基づき、

電子商取引が及ぼす消費税収損失額の推計を行なった。本稿で推計をした結果、

直接的電子商取引よりも、間接的電子商取引（少額貨物免税）が増大している

ことが判明した。本稿では、国際間の電子商取引によるデジタル財の取引につ

いて、輸入取引に「電子貨物」の課税規定を新たに加えるとともに、消費税法

施行令第 6 条 2 項 7 号の「内外判定」の規定を事業者及び消費者が同一国内で

当該役務の提供を授受した場合に限定適用されるよう、改正が必要と考える。

併せて、「電子税関」を設けることを提案する。他方、推計により、大きなイン

パクトを有することが判明した「間接的電子商取引」に関しては、輸徴法第 13

条 1 項の少額貨物免税制度を撤廃することが必要と考える。これら「直接的」

及び「間接的」電子商取引の両面に対して、同時に見直しを行うことで、国際

間の電子商取引における消費課税の問題が改善するものと考える。 

 

＜改善の方策＞ 

①電子商取引による役務の提供を輸入取引として規定するための方策 

国際間の電子商取引における役務の提供に対する消費課税について、デジタ

ル財のダウンロードなどの場合、決済方法にクレジットが用いられ、即時決済、

即時納品のビジネス・モデルとなっている。従って、一般的にネットオークシ

ョンの場合の決済とほぼ同じ流れとなる。そこで、現在 Yahoo オークションで

使用されている「Yahoo かんたん決済」という仕組みを活用することを提案す

る。「Yahoo かんたん決済」は、Yahoo が売り手と買い手の間の決済及び商品発

送を取次ぐ仕組みがある。アメリカには、この仕組みを事業として展開してい

る「PayPal」という企業がある。「PayPal」は、1998 年にアメリカのカリフォ

ルニア州で設立され、Yahoo かんたん決済と同様のオンライン決済サービスに

特化した事業を行っている。現在、世界中に約 1 億 5,300 万人の顧客を有し、

世界 190 の市場と 18 の通貨が利用できるオンライン決済ソリューション分野  
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の草の根的な存在である 70。この「PayPal」に電子商取引における消費税の特

別徴収義務者とすることで、これまで、「PayPal」がオンライン決済業務にお

いて世界各国で培ってきた決済システム及び個人情報の管理などのノウハウを

活用でき、解決のための 1 つの道筋と考える。但し、電子商取引の輸入取引に

係る各国の関税や個別消費税、送料、保険料、商品代金及び各国の消費税率（付

加価値税率）を使って、手間のかかる計算をしなければならない。また、OECD

が提唱する「消費課税のモデル条約」を特定の国家間で締結するのであれば、

締結内容を適切に反映が必要となり、適切な課税が行えるかは至難の業である。

それを一企業に負担させることは、無理である。ところが、これらの複雑な税

額計算を安定的に行えるシステムソリューションがあれば、「PayPal」に委託

する方法も可能となる。第 2 章の 2.5 で触れたボストン大学のリチャード・ト

ンプソン・アインワース教授の論文において、輸入取引に係る複雑な税額計算

のソリューションについて紹介している 71。「 IT-APA」というソフトウェアソ

リューションは、本来、移転価格税制の対応ソフトとして開発されたものであ

り、所得税、関税、消費税（付加価値税）の税額計算に必要なデータをプログ

ラムすることで、税額を自動計算させるソフトである。このソフトウェアの一

部は、「売上税簡素化イニシアチブ（SSTI）」という名前で、既にアメリカの

21 の州において金銭の払い込みだけでなく、租税判定、確定申告書提出、記録

保持システムとして完全に機能していることが論文で述べられている 72。

OECD を中心にこの「 IT-APA」を共同開発した上で、完成したソフトウェアを

「PayPal」に無償で提供することで、当面の間、電子商取引に係る消費税の特

別徴収義務者として機能させる方法を本稿では提案する。  

 これとは全く別の視点で、本稿の 2 章で紹介した EU の「顧客基準」による

「国内取引」に擬制する方法を検討した場合、日本の消費税法上、仕入税額控

除には、①原則と②みなし仕入率の 2 通りの方法がある。日本の消費税の仕入

税額控除をする場合、事業者は、帳簿及び請求書の備え付けが必要であり、課

税売上割合に応じ、仕入税額の計算方法が異なるなど、申告手続が複雑となる。

                                                  
70 PayPal の HP 参照。 (http://www.paypal.com/j1/cgi-bin/) 
71 Ainsworth・前掲（注 58）参照。  
72 Ainsworth・前掲（注 58）参照。  
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日本の消費課税制度の下では、一定の免税点を設けたとしても、日本の税務に

不慣れな外国事業者にとっては、申告手続及び英語圏である EU とは異なり言

語の面でも、申告手続の負担は、相当大きいものと考えられ、簡素な仕組みと

ならないことから、本稿ではこの案を採用しなかった。  

②輸徴法第 13 条 1 項の少額貨物免税制度の廃止に伴う方策 

輸徴法第 13 条 1 項の少額貨物免税制度の廃止に伴い、どのような方法で、

すべての輸入貨物に対する消費課税については、第 1 章の 1.5（2）で述べたと

おり、2004 年 3 月 22 日より運用開始の「マルチペイメントネットワーク」を

活用することで、徴税コストを最小限に押さえた消費課税を実現させることで

きると考える。但し、このシステムが外国貨物に係る消費税の徴収に活用され

ていない点や多くの納税者に普及していない点を善処していく必要がある。今

後、郵便事業株式会社と連携して、外国からの少額貨物に対し、このシステム

を最大限活用しながら、消費税の徴収手続きの簡素化を図っていく事で改善が

可能と考える。  

従来、日本の消費税制改革における問題意識は、税率の引上げ、複数税率の

採用の検討及び中小事業者に対する特例措置の「免税点制度」、「簡易課税制度」

に起因する「益税問題」の縮小にあり、これらの議論が重ねられてきた。昨今

のグローバル経済の下で、国際間の電子商取引が増加する中で、課税要件の議

論は、2000 年の政府税制調査会で取り上げられて以降、目立った動きがない。

しかし、年々、電子商取引の市場規模が拡大しており、早急な対応が必要であ

ると考える。国際課税において、今後、どのような種類、分野の役務の提供の

伸びが見込まれるか内容を踏まえ、わが国の消費課税が経済活動を阻害してい

ないか、又、消費課税の中立を歪めないか検証をしていくことが重要と考える。      
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おわりに 

現行の消費税法は、多段階一般消費税を採用しており、課税の対象が物品だ

けでなく、サービスへ広く課税することを基本としている。近年、商品のサー

ビス化が進み、物品とサービスの互換性が高まる中で、国際間のサービスも可

能な限り物品と等しく課税されるべきであると考える。かつて、わが国では、

消費者のライフスタイルの多様化により「物品税」が対応しきれなくなり、現

在の「消費税」へと移行した。この場合と同様に、国際間の電子商取引におい

て、課税の限界に直面している。 

財の取引と経済的にほぼ同質の経済効果が得られる「役務の提供」へとシフ

トしており、消費税法施行令第 6 条 2 項 1 号から 7 号に当てはまるサービス取

引が増加している。輸入取引は、保税地域から引き取られる「外国貨物」に対

しては、課税する規定がある（消費税法第 4 条 2 項）。一方、「役務の提供」に

関して、現行法の「内外判定」が適切に機能しない。わが国の消費税は物品及

びサービスに対する幅広く課税する「多段階一般消費税」が実現されることが

望ましく、課税の中立性と税収の確保に努めていくべきである。  

本稿の第 3 章の推計結果より、直接的電子商取引と比べて約 5.7 倍のインパ

クトを有することが判明した少額貨物免税制度は廃止し、財務省により考案さ

れた「マルチペイメントネットワーク」を最大限活用していくべきであろう。

郵便事業株式会社がこのシステムの活用を通じて、最終的にすべての外国貨物

に等しく消費税の課税を実現させていくための１つの道筋と考える。今後の課

題は、いかに中立かつ効率的な消費課税を実現していくかという点にある。  

現行法上の法的問題点として、「BtoC 取引」の場合、「役務の提供」の輸入

取引の課税規定がないこと及び「少額貨物免税制度」に関して、「直接的電子商

取引」及び「間接的電子商取引」の両面で完全な課税漏れが生じている。今一

度、消費課税の基本に立ち返り、「役務の提供」も仕向地原則により統一し、消

費地で課税が行われるべきである。そして、「直接的電子商取引」は、輸入取引

の「電子貨物」と明確に位置付け、わが国の消費税の課税ベースに組み込むこ

とが問題の本質的な解決に繋がるものと考える。                    

 

以 上  



                  －62－ 

＜参考文献＞ 

金子宏（2007）『租税法第 12 版』弘文堂. 

川端康広（2000）「電子商取引をめぐる国際課税のあり方についての問題提起」

『総合税制研究』. 

黒澤盛章（2007）「新しい市場形態の発展による消費税制のあり方－デジタル財

の電子商取引課税－」『経済研究』第 7 号東京国際大学大学院経済学研究科 

佐藤正勝(2003）「国際課税電子商取引と課税－最近の動向」『租税研究』2 月号. 

高橋秀雄（2001）『電子商取引の動向と展望』税務経理協会. 

高山政信・小澤進（2004）『国際税務ガイドブック 6 訂版』財経詳報社. 

玉岡 雅之(2006）『課税主義の財政学』. 

辻富久（2002）『電子商取引に伴う課税ベースの浸食(上）』税経通信 57 巻 5 号. 

辻富久(2002）「電子商取引の発展に伴う課税ベースの侵食について（下）」『税

経通信』57 巻 6 号. 

西山由美（2001）「電子商取引に対する消費課税－OECD と EU の取組みを中心と

して－」『東海法学』26 号． 

日本公認会計士協会（2002）「電子商取引をめぐる課税上の取扱いについて」. 

橋本徹（1971）『現代間接税の理論』有斐閣. 

林仲宣(2002）「消費税の基礎知識 課税期間と課税標準」『税』4 月号. 

林宏昭(1995）「間接税の負担構造－世帯別負担と消費税導入の影響－」『租税政

策の計量分析』第 5 章 pp109-125 日本評論社. 

藤田英理子（2007）「米国における電子商取引課税の現状と課税－州際取引にお

ける売上税・使用税の問題を中心に－」『税大論叢』第 55 号. 

藤本哲也「サービスの国際取引に対する EU 型付加価値税の課税を巡る諸問題に

ついて」中央・ロー・ジャーナル（2005）. 

藤本哲也「付加価値税（VAT）に関する国際的租税回避－ひとつのケース・スタ

ディ－」『フィナンシャル・レビュー』pp165-183. 

星野次彦（2007）『図説  日本の税制  平成 19 年度版』財経詳報社. 

増井良啓（1999）「電子商取引と課税のあり方」『国際税制研究』No.3. 

水野忠恒（1990）「サービス貿易と課税問題：消費課税を中心として」NIRA 研

究叢書 No.9000065. 



                  －63－ 

水野忠恒 (2007）『租税法』第 3 版  有斐閣. 

水野忠恒 (1989)『消費税の制度と理論』弘文堂. 

宮入興一（2006）『現代日本租税論』税務経理協会. 

宮島洋 編著(1995）『消費課税の理論と課題 第 6 巻』税務経理協会. 

森信茂樹（2000）「国際的電子商取引と消費課税」『国際税制研究』No.5. 

山﨑昇（2000）「電子商取引における国際取引課税上の諸問題－外国法人の消費

者無形取引の課税問題を中心として－」『税大論叢』第 30 号. 

横尾美紀（2006）「消費税の本質」『税制研究第 49 号』税制経営研究. 

吉田克彦(2005)『現代租税論の展開』八千代出版. 

吉田倫子(2001）「電子商取引課税の現状と問題点－米国小売売上税との関連を

中心として－」『社会システム研究』3 号 

吉田倫子（2002）「電子商取引と課税制度」Economic Review 2002.1. 

渡辺智之(2006)「国際的サービスと消費課税」『消費税の諸問題』. 

渡辺智之（2000）「クロスボーダー取引と消費課税－電子商取引への対応－」一

橋大学経済研究所. 

渡辺智之（1999）「インターネットに関連する課税上の問題点」『フィナンシャ

ル・レビュー』第 52 号（大蔵省財政金融研究所）. 

渡辺智之(2001）『インターネットと課税システム』東洋経済新報社. 

 

Georges Egret,LaTVA,Coll《QUE Sais-JE?》No1748,P.U.F,1978（ジョルジュ・
エグレ著、荒木和夫訳『付加価値税』白水社）. 
 
Richard Thompson Ainsworth(2007) “IT-APAs:Harmonizing Inconsistent 
Transfer Pricing Rules in Income Tax-Customs-VAT “ Boston Universty 

School of Law working paper series, Law and Economics working paper 

No.07-23． 

 

OECD(2003)”Implementation of the Ottawa Taxation Framework Conditions 

-THE2003 REPORT”. 
 

OECD(2004a)”Consumption Tax Trends, 2004 Edition”. 
 
OECD (2004b)”The Application of Consumption Taxes to The Trade in 
International  Services and Intangibles －THE2004,July REPORT”. 

 



                  －64－ 

＜参考資料＞ 

国税庁（2000）『第 2 回国税審議会 説明資料』. 

財務省（2006）『関税法研究会とりまとめ』. 

政府税制調査会（2007）『平成 19 年度の税制改正に関する答申』. 

政府税制調査会（2000）『政府税制調査会中期答申』. 

総務省（2008）『平成 17 年度国勢調査』. 

総務省（2006）『ICT の経済分析に関する調査報告書平成 17 年度』. 

総務省（1997～2006）『情報通信白書』. 

総務省（2001～2006）『通信利用動向調査』世帯編. 

第一生命保険相互会社ライフデザイン研究所（2002）『仕事に関するサラリーマ

ン・OL 意識調査』. 

電子商取引推進委員会（ECOM）, 経済産業省（1999～2006）『電子商取引に関す

る市場調査報告書』. 

経済産業省（1999～2006）『日米電子商取引の市場規模調査報告書』. 

 

＜新聞資料＞ 

日本経済新聞 朝刊 2001 年 10 月 8 日付 記事． 

朝日新聞  朝刊 2007 年 3 月 10 日 記事．  
 

＜参考 WEB サイト＞ 

 

IT 戦略本部「e-Japan 重点計画」（http://www.kantei.go.jp/jp/it/network） 

アクセス日 2008/11/10 
 

WEB 表記の言語（http://global-reach.biz/globstats)アクセス日 2008/11/14. 

 

EU(http://ec.europa.eu/taxation_customs/taxation/vat/key_documents/leg

islation_recently_adopted/index_en.htm)アクセス日 2008/8/20． 

 

Europa (EU),2007”VAT; Clearer overview of Community VAT legislation 

currently in force” 

(http://ec.europa.eu/taxation_customs/taxation/vat/key_documents/legis

lation_recently_adopted/index_en.htm.2007.9.27)アクセス日 2008/8/16． 

 

税関（http://www.customs.go.jp/tetsuzuki/mpn/mpn_gaiyou.htm） 

アクセス日 2008/12/10． 

PayPal(http://www.paypal.com/j1/cgi-bin/)アクセス日 2008/12/20． 



                  －65－ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（ ＜付  表＞ ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



4
0
1

億
円

　
（
年

間
購

入
金

額
・
推

計
値

）

　
　

　
　

　
　

　
イ

ン
タ

ー
ネ

ッ
ト

利
用

者
1
0
,0

0
0

1
0
0
,0

0
0
,0

0
0

　
　

　
パ

ソ
コ

ン
か

ら
イ

ン
タ

ー
ネ

ッ
ト

利
用

 　
　

　
携

帯
電

話
か

ら
イ

ン
タ

ー
ネ

ッ
ト

利
用

2
0
0
5
年

I・
N

利
用

率
利

用
率

購
入

率
年

間
平

均
購

入
額

利
用

率
購

入
率

年
間

平
均

購
入

額
パ

ソ
コ

ン
携

帯
電

話
合

計
金

額
合

計
金

額

人
口

（
万

人
）

（
回

答
者

全
体

）
（
％

）
（
％

）
（
円

）
（
％

）
（
％

）
（
円

）
（
円

）
（
円

）
（
円

）
（
億

円
）

6
～

1
2
歳

8
3
4

6
5
.9

%
2
.5

%
-

2
,1

6
7

1
3
.5

%
-

3
,2

8
2

-
-

-
-

1
3
～

1
9
歳

8
9
9

9
3
.9

%
1
1
.9

%
7
.2

%
6
,1

3
9

4
6
.3

%
0
.9

0
%

5
,4

5
4

4
4
3
,8

0
1
,0

4
0

1
9
1
,7

5
6
,3

9
6

6
3
5
,5

5
7
,4

3
5

6
.4

2
0
～

2
9
歳

1
,5

6
3

9
4
.5

%
1
1
.7

%
2
7
.4

%
7
,7

3
4

3
7
.3

%
1
.9

0
%

4
,1

2
6

3
,6

6
2
,2

6
1
,5

3
8

4
3
1
,9

1
7
,1

2
1

4
,0

9
4
,1

7
8
,6

6
0

4
0
.9

3
0
～

3
9
歳

1
,8

4
9

9
4
.0

%
1
3
.2

%
5
1
.6

%
9
,2

6
8

3
2
.2

%
2
.1

0
%

3
,4

8
4

1
0
,9

7
2
,0

9
1
,1

7
6

4
0
9
,4

8
0
,3

4
7

1
1
,3

8
1
,5

7
1
,5

2
3

1
1
3
.8

4
0
～

4
9
歳

1
,5

8
1

9
3
.1

%
1
3
.1

%
5
2
.8

%
9
,5

7
9

2
6
.8

%
1
.6

0
%

3
,3

8
0

9
,7

5
0
,1

1
2
,0

4
8

2
1
3
,2

8
2
,7

3
1

9
,9

6
3
,3

9
4
,7

7
9

9
9
.6

5
0
～

5
9
歳

1
,9

0
5

8
0
.9

%
7
.5

%
5
4
.5

%
1
0
,0

6
5

9
.2

%
0
.8

0
%

3
,2

2
3

6
,3

4
0
,9

2
9
,9

7
7

3
6
,5

6
1
,1

2
3

6
,3

7
7
,4

9
1
,1

0
0

6
3
.8

6
0
～

6
4
歳

8
5
4

6
8

1
%

6
1
%

5
7

4
%

9
5
1
9

6
5
%

-
6

6
3
9

1
9
3
9

4
2
6

7
3
0

-
1

9
3
9

4
2
6

7
3
0

1
9

4

購
入

額
P

C
ソ

フ
ト

　
う

ち
、

P
C

ソ
フ

ト
、

周
辺

機
器

、
O

S
等

の
購

入
者

全 体

周
辺

機
器

　
う

ち
、

P
C

ソ
フ

ト
、

周
辺

機
器

、
O

S
等

の
購

入
者

＜
P

C
ソ

フ
ト

・
周

辺
機

器
＞

付
表

3
－

1
 (
1
)不

課
税

取
引

と
な

る
P

C
ソ

フ
ト

・
周

辺
機

器
の

年
齢

別
・男

女
別

の
年

間
購

入
金

額
合

計
（
2
00

5
年

・
推

計
値

）

6
0
～

6
4
歳

8
5
4

6
8
.1

%
6
.1

%
5
7
.4

%
9
,5

1
9

6
.5

%
6
,6

3
9

1
,9

3
9
,4

2
6
,7

3
0

1
,9

3
9
,4

2
6
,7

3
0

1
9
.4

6
5
～

6
9
歳

7
4
3

5
1
.5

%
1
1
.4

%
6
0
.7

%
8
,2

0
5

7
.6

%
-

3
,3

7
1

2
,1

7
3
,3

0
5
,1

1
5

-
2
,1

7
3
,3

0
5
,1

1
5

2
1
.7

7
0
～

7
9
歳

1
,1

9
0

2
8
.1

%
7
.7

%
4
0
.0

%
7
,5

6
3

6
.1

%
-

1
7
,3

7
8

7
7
8
,9

4
8
,9

1
0

-
7
7
8
,9

4
8
,9

1
0

7
.8

8
0
歳

以
上

6
3
4

8
.1

0
%

2
3
.4

%
4
5
.5

%
5
0
,0

0
0

7
.4

%
-

5
0
,0

0
0

2
,7

3
3
,4

4
0
,8

1
3

-
2
,7

3
3
,4

4
0
,8

1
3

2
7
.3

計
1
2
,0

5
2

1
2
,0

5
2

3
8
,7

9
4
,3

1
7
,3

4
7

1
,2

8
2
,9

9
7
,7

1
8

4
0
,0

7
7
,3

1
5
,0

6
5

4
0
0
.8

付
表

3
－

1
 (
1
)不

課
税

取
引

と
な

る
P

C
ソ

フ
ト

・
周

辺
機

器
の

年
齢

別
・男

女
別

の
年

間
購

入
金

額
合

計
（
2
00

5
年

・
推

計
値

）



①
＋

②
＝

1
,4

1
4

　
　

　
　

　
　

　
イ

ン
タ

ー
ネ

ッ
ト

利
用

者
1
0
,0

0
0

1
0
0
,0

0
0
,0

0
0

　
　

　
パ

ソ
コ

ン
か

ら
イ

ン
タ

ー
ネ

ッ
ト

利
用

 　
　

　
携

帯
電

話
か

ら
イ

ン
タ

ー
ネ

ッ
ト

利
用

2
0
0
5
年

I・
N

利
用

率
利

用
率

購
入

率
年

間
平

均
購

入
額

利
用

率
購

入
率

年
間

平
均

購
入

額
パ

ソ
コ

ン
携

帯
電

話
合

計
金

額
合

計
金

額

人
口

（
万

人
）

（
回

答
者

全
体

）
（
％

）
（
％

）
（
円

）
（
％

）
（
％

）
（
円

）
（
円

）
（
円

）
（
円

）
（
億

円
）

6
～

1
2
歳

8
3
4

6
5
.9

%
2
.5

%
1
8
.4

%
2
,1

6
7

1
3
.5

%
4
0
.2

0
%

3
,2

8
2

5
4
,8

0
5
,4

0
1

9
7
9
,2

7
5
,7

8
4

1
,0

3
4
,0

8
1
,1

8
5

-

1
3
～

1
9
歳

8
9
9

9
3
.9

%
1
1
.9

%
5
0
.8

%
6
,1

3
9

4
6
.3

%
5
0
.3

0
%

5
,4

5
4

3
,1

3
1
,2

6
2
,8

9
1

1
0
,7

1
7
,0

5
1
,8

9
6

1
3
,8

4
8
,3

1
4
,7

8
7

1
3
8
.5

2
0
～

2
9
歳

1
,5

6
3

9
4
.5

%
1
1
.7

%
4
6
.1

%
7
,7

3
4

3
7
.3

%
4
2
.4

0
%

4
,1

2
6

6
,1

6
1
,6

8
8
,2

0
9

9
,6

3
8
,5

7
1
,5

5
2

1
5
,8

0
0
,2

5
9
,7

6
1

1
5
8
.0

3
0
～

3
9
歳

1
,8

4
9

9
4
.0

%
1
3
.2

%
3
7
.8

%
9
,2

6
8

3
2
.2

%
3
2
.7

0
%

3
,4

8
4

8
,0

3
7
,6

9
4
,6

9
9

6
,3

7
6
,1

9
3
,9

7
5

1
4
,4

1
3
,8

8
8
,6

7
3

1
4
4
.1

4
0
～

4
9
歳

1
,5

8
1

9
3
.1

%
1
3
.1

%
3
0
.0

%
9
,5

7
9

2
6
.8

%
2
9
.2

0
%

3
,3

8
0

5
,5

3
9
,8

3
6
,3

9
1

3
,8

9
2
,4

0
9
,8

3
3

9
,4

3
2
,2

4
6
,2

2
4

9
4
.3

5
0
～

5
9
歳

1
,9

0
5

8
0
.9

%
7
.5

%
1
7
.7

%
1
0
,0

6
5

9
.2

%
2
7
.7

0
%

3
,2

2
3

2
,0

5
9
,3

4
7
,9

0
1

1
,2

6
5
,9

2
8
,8

9
9

3
,3

2
5
,2

7
6
,8

0
0

3
3
.3

6
0
～

6
4
歳

8
5
4

6
8
.1

%
6
.1

%
1
6
.9

%
9
,5

1
9

6
.5

%
5
5
.7

0
%

6
,6

3
9

5
7
1
,0

1
5
,8

8
4

1
,3

9
8
,6

5
8
,0

3
0

1
,9

6
9
,6

7
3
,9

1
4

1
9
.7

6
5
～

6
9
歳

7
4
3

5
1
.5

%
1
1
.4

%
7
.6

%
8
,2

0
5

7
.6

%
3
0
.8

0
%

3
,3

7
1

2
7
2
,1

1
0
,6

9
0

3
0
2
,0

4
4
,9

8
9

5
7
4
,1

5
5
,6

7
9

5
.7

7
0
～

7
9
歳

1
,1

9
0

2
8
.1

%
7
.7

%
2
0
.0

%
7
,5

6
3

6
.1

%
1
9
.3

0
%

1
7
,3

7
8

3
8
9
,4

7
4
,4

5
5

6
8
4
,1

4
9
,6

2
6

1
,0

7
3
,6

2
4
,0

8
0

1
0
.7

8
0
歳

以
上

6
3
4

8
.1

0
%

2
3
.4

%
5
4
.5

%
5
0
,0

0
0

7
.4

%
-

5
0
,0

0
0

3
,2

7
4
,1

2
1
,4

1
4

-
3
,2

7
4
,1

2
1
,4

1
4

3
2
.7

計
1
2
,0

5
2

2
9
,4

9
1
,3

5
7
,9

3
3

3
5
,2

5
4
,2

8
4
,5

8
5

6
4
,7

4
5
,6

4
2
,5

1
8

6
4
7
.5

購
入

額
①

 音
楽

D
L

（
不

課
税

取
引

）
　

う
ち

、
音

楽
D

L
 購

入
者

＜
音

楽
コ

ン
テ

ン
ツ

＞

全 体

　
う

ち
、

音
楽

D
L
購

入
者

億
円

（
年

間
購

入
金

額
･推

計
値

）

付
表

3
－

1
（
２

）
不

課
税

取
引

と
な

る
音

楽
コ

ン
テ

ン
ツ

の
年

齢
別

・
男

女
別

の
年

間
購

入
金

額
合

計
（
2
0
0
5年

・
推

計
値

）

　
　

　
　

　
　

　
イ

ン
タ

ー
ネ

ッ
ト

利
用

者
1
0
,0

0
0

1
0
0
,0

0
0
,0

0
0

　
　

　
パ

ソ
コ

ン
か

ら
イ

ン
タ

ー
ネ

ッ
ト

利
用

 　
　

　
携

帯
電

話
か

ら
イ

ン
タ

ー
ネ

ッ
ト

利
用

2
0
0
5
年

I・
N

利
用

率
利

用
率

購
入

率
年

間
平

均
購

入
額

利
用

率
購

入
率

年
間

平
均

購
入

額
パ

ソ
コ

ン
携

帯
電

話
合

計
金

額
合

計
金

額

人
口

（
万

人
）

（
回

答
者

全
体

）
（
％

）
（
％

）
（
円

）
（
％

）
（
％

）
（
円

）
（
円

）
（
円

）
（
円

）
（
億

円
）

6
～

1
2
歳

8
3
4

6
5
.9

%
2
.5

%
1
8
.4

%
2
,1

6
7

1
3
.5

%
8
2
.9

0
%

3
,2

8
2

5
4
,8

0
5
,4

0
1

2
,0

1
9
,4

5
1
,8

0
4

2
,0

7
4
,2

5
7
,2

0
5

2
0
.7

1
3
～

1
9
歳

8
9
9

9
3
.9

%
1
1
.9

%
1
5
.8

%
6
,1

3
9

4
6
.3

%
8
9
.4

0
%

5
,4

5
4

9
7
3
,8

9
6
,7

2
6

1
9
,0

4
7
,8

0
1
,9

7
9

2
0
,0

2
1
,6

9
8
,7

0
5

2
0
0
.2

2
0
～

2
9
歳

1
,5

6
3

9
4
.5

%
1
1
.7

%
1
0
.2

%
7
,7

3
4

3
7
.3

%
8
6
.0

0
%

4
,1

2
6

1
,3

6
3
,3

2
3
,6

3
8

1
9
,5

4
9
,9

3
2
,8

6
5

2
0
,9

1
3
,2

5
6
,5

0
4

2
0
9
.1

3
0
～

3
9
歳

1
,8

4
9

9
4
.0

%
1
3
.2

%
5
.4

%
9
,2

6
8

3
2
.2

%
7
9
.6

0
%

3
,4

8
4

1
,1

4
8
,2

4
2
,1

0
0

1
5
,5

2
1
,2

5
5
,0

5
8

1
6
,6

6
9
,4

9
7
,1

5
8

1
6
6
.7

4
0
～

4
9
歳

1
,5

8
1

9
3
.1

%
1
3
.1

%
4
.8

%
9
,5

7
9

2
6
.8

%
7
5
.6

0
%

3
,3

8
0

8
8
6
,3

7
3
,8

2
3

1
0
,0

7
7
,6

0
9
,0

1
8

1
0
,9

6
3
,9

8
2
,8

4
1

1
0
9
.6

5
0
～

5
9
歳

1
,9

0
5

8
0
.9

%
7
.5

%
3
.1

%
1
0
,0

6
5

9
.2

%
6
4
.5

0
%

3
,2

2
3

3
6
0
,6

7
6
,7

5
1

2
,9

4
7
,7

4
0
,5

7
8

3
,3

0
8
,4

1
7
,3

2
9

3
3
.1

6
0
～

6
4
歳

8
5
4

6
8
.1

%
6
.1

%
5
.6

%
9
,5

1
9

6
.5

%
5
9
.9

0
%

6
,6

3
9

1
8
9
,2

1
2
,3

6
4

1
,5

0
4
,1

2
2
,3

7
0

1
,6

9
3
,3

3
4
,7

3
4

1
6
.9

6
5
～

6
9
歳

7
4
3

5
1
.5

%
1
1
.4

%
-

8
,2

0
5

7
.6

%
3
0
.8

0
%

3
,3

7
1

-
3
0
2
,0

4
4
,9

8
9

3
0
2
,0

4
4
,9

8
9

3
.0

7
0
～

7
9
歳

1
,1

9
0

2
8
.1

%
7
.7

%
-

7
,5

6
3

6
.1

%
1
9
.3

0
%

1
7
,3

7
8

-
6
8
4
,1

4
9
,6

2
6

6
8
4
,1

4
9
,6

2
6

6
.8

8
0
歳

以
上

6
3
4

8
.1

0
%

2
3
.4

%
-

5
0
,0

0
0

7
.4

%
-

5
0
,0

0
0

-
-

-
-

計
1
2
,0

5
2

4
,9

7
6
,5

3
0
,8

0
3

7
1
,6

5
4
,1

0
8
,2

8
8

7
6
,6

3
0
,6

3
9
,0

9
1

7
6
6
.3

購
入

額
②

 着
う

た
D

L

（
不

課
税

取
引

）
　

う
ち

、
着

う
た

D
L
購

入
者

全 体

　
う

ち
、

着
う

た
D

L
 購

入
者

億
円

（
年

間
購

入
金

額
･推

計
値

）

付
表

3
－

1
（
２

）
不

課
税

取
引

と
な

る
音

楽
コ

ン
テ

ン
ツ

の
年

齢
別

・
男

女
別

の
年

間
購

入
金

額
合

計
（
2
0
0
5年

・
推

計
値

）



①
＋

②
＝

6
7
0

　
　

　
　

　
　

　
イ

ン
タ

ー
ネ

ッ
ト

利
用

者
1
0
,0

0
0

1
0
0
,0

0
0
,0

0
0

　
　

　
パ

ソ
コ

ン
か

ら
イ

ン
タ

ー
ネ

ッ
ト

利
用

 　
　

　
携

帯
電

話
か

ら
イ

ン
タ

ー
ネ

ッ
ト

利
用

2
0
0
5
年

I・
N

利
用

率
利

用
率

購
入

率
年

間
平

均
購

入
額

利
用

率
購

入
率

年
間

平
均

購
入

額
パ

ソ
コ

ン
携

帯
電

話
合

計
金

額
合

計
金

額

人
口

（
万

人
）

（
回

答
者

全
体

）
（
％

）
（
％

）
（
円

）
（
％

）
（
％

）
（
円

）
（
円

）
（
円

）
（
円

）
（
億

円
）

6
～

1
2
歳

8
3
4

6
5
.9

%
2
.5

%
1
8
.7

%
2
,1

6
7

1
3
.5

%
1
1
.4

0
%

3
,2

8
2

5
5
,6

9
8
,9

6
7

2
7
7
,7

0
5
,0

7
3

3
3
3
,4

0
4
,0

4
1

-

1
3
～

1
9
歳

8
9
9

9
3
.9

%
1
1
.9

%
2
0
.7

%
6
,1

3
9

4
6
.3

%
1
7
.1

0
%

5
,4

5
4

1
,2

7
5
,9

2
7
,9

8
9

3
,6

4
3
,3

7
1
,5

1
9

4
,9

1
9
,2

9
9
,5

0
8

4
9
.2

2
0
～

2
9
歳

1
,5

6
3

9
4
.5

%
1
1
.7

%
1
6
.8

%
7
,7

3
4

3
7
.3

%
1
1
.1

0
%

4
,1

2
6

2
,2

4
5
,4

7
4
,2

2
8

2
,5

2
3
,3

0
5
,2

8
8

4
,7

6
8
,7

7
9
,5

1
6

4
7
.7

3
0
～

3
9
歳

1
,8

4
9

9
4
.0

%
1
3
.2

%
3
2
.0

%
9
,2

6
8

3
2
.2

%
1
1
.7

0
%

3
,4

8
4

6
,8

0
4
,3

9
7
,6

2
8

2
,2

8
1
,3

9
0
,5

0
5

9
,0

8
5
,7

8
8
,1

3
3

9
0
.9

4
0
～

4
9
歳

1
,5

8
1

9
3
.1

%
1
3
.1

%
2
7
.5

%
9
,5

7
9

2
6
.8

%
9
.1

0
%

3
,3

8
0

5
,0

7
8
,1

8
3
,3

5
8

1
,2

1
3
,0

4
5
,5

3
0

6
,2

9
1
,2

2
8
,8

8
8

6
2
.9

5
0
～

5
9
歳

1
,9

0
5

8
0
.9

%
7
.5

%
2
0
.0

%
1
0
,0

6
5

9
.2

%
5
.7

0
%

3
,2

2
3

2
,3

2
6
,9

4
6
,7

8
1

2
6
0
,4

9
8
,0

0
5

2
,5

8
7
,4

4
4
,7

8
5

2
5
.9

6
0
～

6
4
歳

8
5
4

6
8
.1

%
6
.1

%
6
.7

%
9
,5

1
9

6
.5

%
6
.1

0
%

6
,6

3
9

2
2
6
,3

7
9
,0

7
8

1
5
3
,1

7
4
,3

9
8

3
7
9
,5

5
3
,4

7
7

3
.8

6
5
～

6
9
歳

7
4
3

5
1
.5

%
1
1
.4

%
7
.6

%
8
,2

0
5

7
.6

%
1
0
.8

0
%

3
,3

7
1

2
7
2
,1

1
0
,6

9
0

1
0
5
,9

1
1
,8

7
9

3
7
8
,0

2
2
,5

6
9

3
.8

7
0
～

7
9
歳

1
,1

9
0

2
8
.1

%
7
.7

%
2
0
.0

%
7
,5

6
3

6
.1

%
-

1
7
,3

7
8

3
8
9
,4

7
4
,4

5
5

-
3
8
9
,4

7
4
,4

5
5

3
.9

8
0
歳

以
上

6
3
4

8
.1

0
%

2
3
.4

%
5
4
.5

%
5
0
,0

0
0

7
.4

%
1
0
0
.0

0
%

5
0
,0

0
0

3
,2

7
4
,1

2
1
,4

1
4

1
,8

9
9
,8

2
7
,3

7
1

3
,2

7
4
,1

2
1
,4

1
4

3
2
.7

計
1
2
,0

5
2

2
1
,9

4
8
,7

1
4
,5

8
8

1
2
,3

5
8
,2

2
9
,5

6
9

3
2
,4

0
7
,1

1
6
,7

8
6

3
2
4
.1

イ
ン

タ
ー

ネ
ッ

ト
利

用
者

1
0

0
0
0

1
0
0

0
0
0

0
0
0

購
入

額

全 体

＜
映

像
コ

ン
テ

ン
ツ

＞

①
　

映
像

D
L

（
不

課
税

取
引

）
　

う
ち

、
映

像
D

L
 購

入
者

　
う

ち
、

映
像

D
L
購

入
者

億
円

（
年

間
購

入
金

額
・
推

計
値

）

付
表

3
－

1
（
３

）
不

課
税

取
引

と
な

る
映

像
コ

ン
テ

ン
ツ

の
年

齢
別

・男
女

別
の

年
間

購
入

金
額

合
計

（
2
00

5
年

・
推

計
値

）

　
　

　
　

　
　

イ
ン

タ
ー

ネ
ッ

ト
利

用
者

1
0
,0

0
0

1
0
0
,0

0
0
,0

0
0

　
　

　
パ

ソ
コ

ン
か

ら
イ

ン
タ

ー
ネ

ッ
ト

利
用

 　
　

　
携

帯
電

話
か

ら
イ

ン
タ

ー
ネ

ッ
ト

利
用

2
0
0
5
年

I・
N

利
用

率
利

用
率

購
入

率
年

間
平

均
購

入
額

利
用

率
購

入
率

年
間

平
均

購
入

額
パ

ソ
コ

ン
携

帯
電

話
合

計
金

額
合

計
金

額

人
口

（
万

人
）

（
回

答
者

全
体

）
（
％

）
（
％

）
（
円

）
（
％

）
（
％

）
（
円

）
（
円

）
（
円

）
（
円

）
（
億

円
）

6
～

1
2
歳

8
3
4

6
5
.9

%
2
.5

%
6
.1

%
2
,1

6
7

1
3
.5

%
3
7
.5

0
%

3
,2

8
2

1
8
,1

6
9
,1

8
2

9
1
3
,5

0
3
,5

3
0

9
3
1
,6

7
2
,7

1
2

9
.3

1
3
～

1
9
歳

8
9
9

9
3
.9

%
1
1
.9

%
1
1
.0

%
6
,1

3
9

4
6
.3

%
4
8
.1

0
%

5
,4

5
4

6
7
8
,0

2
9
,3

6
6

1
0
,2

4
8
,3

1
4
,0

4
0

1
0
,9

2
6
,3

4
3
,4

0
6

1
0
9
.3

2
0
～

2
9
歳

1
,5

6
3

9
4
.5

%
1
1
.7

%
8
.7

%
7
,7

3
4

3
7
.3

%
3
6
.9

0
%

4
,1

2
6

1
,1

6
2
,8

3
4
,8

6
8

8
,3

8
8
,2

8
5
,1

4
8

9
,5

5
1
,1

2
0
,0

1
6

9
5
.5

3
0
～

3
9
歳

1
,8

4
9

9
4
.0

%
1
3
.2

%
5
.0

%
9
,2

6
8

3
2
.2

%
2
7
.8

0
%

3
,4

8
4

1
,0

6
3
,1

8
7
,1

2
9

5
,4

2
0
,7

3
9
,8

3
2

6
,4

8
3
,9

2
6
,9

6
1

6
4
.8

4
0
～

4
9
歳

1
,5

8
1

9
3
.1

%
1
3
.1

%
3
.9

%
9
,5

7
9

2
6
.8

%
2
8
.3

0
%

3
,3

8
0

7
2
0
,1

7
8
,7

3
1

3
,7

7
2
,4

3
8
,2

9
7

4
,4

9
2
,6

1
7
,0

2
7

4
4
.9

5
0
～

5
9
歳

1
,9

0
5

8
0
.9

%
7
.5

%
2
.1

%
1
0
,0

6
5

9
.2

%
1
6
.9

0
%

3
,2

2
3

2
4
4
,3

2
9
,4

1
2

7
7
2
,3

5
3
,7

3
3

1
,0

1
6
,6

8
3
,1

4
5

1
0
.2

6
0
～

6
4
歳

8
5
4

6
8
.1

%
6
.1

%
-

9
,5

1
9

6
.5

%
1
1
.3

0
%

6
,6

3
9

-
2
8
3
,7

4
9
,2

9
5

2
8
3
,7

4
9
,2

9
5

2
.8

6
5
～

6
9
歳

7
4
3

5
1
.5

%
1
1
.4

%
-

8
,2

0
5

7
.6

%
2
1
.7

0
%

3
,3

7
1

-
2
1
2
,8

0
4
,4

2
4

2
1
2
,8

0
4
,4

2
4

2
.1

7
0
～

7
9
歳

1
,1

9
0

2
8
.1

%
7
.7

%
-

7
,5

6
3

6
.1

%
1
9
.3

0
%

1
7
,3

7
8

-
6
8
4
,1

4
9
,6

2
6

6
8
4
,1

4
9
,6

2
6

6
.8

8
0
歳

以
上

6
3
4

8
.1

0
%

2
3
.4

%
-

5
0
,0

0
0

7
.4

%
-

5
0
,0

0
0

-
-

-
-

計
1
2
,0

5
2

3
,8

8
6
,7

2
8
,6

8
8

3
0
,6

9
6
,3

3
7
,9

2
5

3
4
,5

8
3
,0

6
6
,6

1
3

3
4
5
.8

購
入

額

　
う

ち
、

待
受

け
画

面
D

L
購

入
者

全 体

②
　

待
受

け
画

面
D

L

（
不

課
税

取
引

）
　

う
ち

、
待

受
け

画
面

D
L
 購

入
者

億
円

（
年

間
購

入
金

額
・
推

計
値

）

付
表

3
－

1
（
３

）
不

課
税

取
引

と
な

る
映

像
コ

ン
テ

ン
ツ

の
年

齢
別

・男
女

別
の

年
間

購
入

金
額

合
計

（
2
00

5
年

・
推

計
値

）



①
＋

②
＝

4
2
6

　
　

　
　

　
　

　
イ

ン
タ

ー
ネ

ッ
ト

利
用

者
1
0
,0

0
0

1
0
0
,0

0
0
,0

0
0

　
　

　
パ

ソ
コ

ン
か

ら
イ

ン
タ

ー
ネ

ッ
ト

利
用

 　
　

　
携

帯
電

話
か

ら
イ

ン
タ

ー
ネ

ッ
ト

利
用

2
0
0
5
年

I・
N

利
用

率
利

用
率

購
入

率
年

間
平

均
購

入
額

利
用

率
購

入
率

年
間

平
均

購
入

額
パ

ソ
コ

ン
携

帯
電

話
合

計
金

額
合

計
金

額

人
口

（
万

人
）

（
回

答
者

全
体

）
（
％

）
（
％

）
（
円

）
（
％

）
（
％

）
（
円

）
（
円

）
（
円

）
（
円

）
（
億

円
）

6
～

1
2
歳

8
3
4

6
5
.9

%
2
.5

%
6
.4

%
2
,1

6
7

1
3
.5

%
3
.0

0
%

3
,2

8
2

1
9
,0

6
2
,7

4
8

7
3
,0

8
0
,2

8
2

9
2
,1

4
3
,0

3
1

0
.9

1
3
～

1
9
歳

8
9
9

9
3
.9

%
1
1
.9

%
4
.0

%
6
,1

3
9

4
6
.3

%
2
.4

0
%

5
,4

5
4

2
4
6
,5

5
6
,1

3
3

5
1
1
,3

5
0
,3

8
9

7
5
7
,9

0
6
,5

2
2

7
.6

2
0
～

2
9
歳

1
,5

6
3

9
4
.5

%
1
1
.7

%
4
.9

%
7
,7

3
4

3
7
.3

%
1
.2

0
%

4
,1

2
6

6
5
4
,9

2
9
,9

8
3

2
7
2
,7

8
9
,7

6
1

9
2
7
,7

1
9
,7

4
4

9
.3

3
0
～

3
9
歳

1
,8

4
9

9
4
.0

%
1
3
.2

%
3
.9

%
9
,2

6
8

3
2
.2

%
2
.7

0
%

3
,4

8
4

8
2
9
,2

8
5
,9

6
1

5
2
6
,4

7
4
,7

3
2

1
,3

5
5
,7

6
0
,6

9
3

1
3
.6

4
0
～

4
9
歳

1
,5

8
1

9
3
.1

%
1
3
.1

%
4
.4

%
9
,5

7
9

2
6
.8

%
1
.4

0
%

3
,3

8
0

8
1
2
,5

0
9
,3

3
7

1
8
6
,6

2
2
,3

8
9

9
9
9
,1

3
1
,7

2
7

1
0
.0

5
0
～

5
9
歳

1
,9

0
5

8
0
.9

%
7
.5

%
5
.1

%
1
0
,0

6
5

9
.2

%
2
.4

0
%

3
,2

2
3

5
9
3
,3

7
1
,4

2
9

1
0
9
,6

8
3
,3

7
0

7
0
3
,0

5
4
,7

9
9

7
.0

6
0
～

6
4
歳

8
5
4

6
8
.1

%
6
.1

%
1
1
.3

%
9
,5

1
9

6
.5

%
-

6
,6

3
9

3
8
1
,8

0
3
,5

2
0

-
3
8
1
,8

0
3
,5

2
0

3
.8

6
5
～

6
9
歳

7
4
3

5
1
.5

%
1
1
.4

%
2
4
.1

%
8
,2

0
5

7
.6

%
-

3
,3

7
1

8
6
2
,8

7
7
,3

1
9

-
8
6
2
,8

7
7
,3

1
9

8
.6

7
0
～

7
9
歳

1
,1

9
0

2
8
.1

%
7
.7

%
-

7
,5

6
3

6
.1

%
-

1
7
,3

7
8

-
-

-
-

8
0
歳

以
上

6
3
4

8
.1

0
%

2
3
.4

%
1
0
0
.0

%
5
0
,0

0
0

7
.4

%
1
0
0
.0

0
%

5
0
,0

0
0

6
,0

0
7
,5

6
2
,2

2
7

1
,8

9
9
,8

2
7
,3

7
1

7
,9

0
7
,3

8
9
,5

9
8

7
9
.1

計
1
2
,0

5
2

1
0
,4

0
7
,9

5
8
,6

5
8

3
,5

7
9
,8

2
8
,2

9
4

1
3
,9

8
7
,7

8
6
,9

5
2

1
3
9
.9

購
入

額

　
う

ち
、

電
子

書
籍

D
L
購

入
者

＜
文

字
コ

ン
テ

ン
ツ

＞

①
　

電
子

書
籍

D
L

（
不

課
税

取
引

）
　

う
ち

、
電

子
書

籍
D

L
 購

入
者

全 体

億
円

（
年

間
購

入
金

額
・
推

計
値

）

付
表

3
－

1
（
４
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A B C

仕事レベル 日常会話程度 辞書片手程度 殆どできない 不明

男性 （人） （％） （％） （％） （％） （％）

6～12歳

13～19歳

20～29歳 41 2.4% 46.3% 17.1% 34.1% 0.0%

30～39歳 96 5.2% 17.7% 41.7% 34.1% 1.0%

40～49歳 91 6.6% 29.7% 37.4% 26.4% 0.0%

50～59歳 89 4.5% 30.3% 34.8% 30.3% 0.0%

60～64歳 89 　※ 4.5% 　※ 30.3% 　※ 34.8% 　※ 30.3% 　※ 0%　 ※

65～69歳 89 　※ 4.5% 　※ 30.3% 　※ 34.8% 　※ 30.3% 　※ 0%　 ※

70～79歳 89 　※ 4.5% 　※ 30.3% 　※ 34.8% 　※ 30.3% 　※ 0%　 ※

80歳以上 89 　※ 4.5% 　※ 30.3% 　※ 34.8% 　※ 30.3% 　※ 0%　 ※

女性 （人） （％） （％） （％） （％） （％）

6～12歳

13～19歳

20～29歳 84 2.4% 31.0% 21.4% 45.2% 0.0%

30 39歳 84 3 6% 26 2% 26 2% 44 0% 0 0%

付表3－3 外国語の男女別・年齢別の運用能力 (コミュニケーション能力：A+B+C集計分 のみを使用 ）

30～39歳 84 3.6% 26.2% 26.2% 44.0% 0.0%

40～49歳 32 0.0% 9.4% 34.4% 56.3% 0.0%

50～59歳 40 0.0% 10.0% 30.0% 60.0% 0.0%

60～64歳 40 　※ 0%　　※ 10%　　※ 30%　　※ 60%　　※ 0%　　※

65～69歳 40 　※ 0%　　※ 10%　　※ 30%　　※ 60%　　※ 0%　　※

70～79歳 40 　※ 0%　　※ 10%　　※ 30%　　※ 60%　　※ 0%　　※

80歳以上 40 　※ 0%　　※ 10%　　※ 30%　　※ 60%　　※ 0%　　※

（注意）
１ライフデザイン研究所の調査では、20歳～60歳男女に係る調査の結果しか得られなかった。本稿で
は、調査結果がない年代については、直近の年代の数値をそのまま使用して推計を行った。ちなみに、
※印を付した数値が代用数値を使用したものである。本稿の推計では、2005年の推計を行うことから、
2001年調査実施時より4年経過後を推計する。そこで、約半分のサンプルが１つ上の年代にシフトしてい
るものと捉え、同じ数値を使用した。

（出所） 「仕事に関するサラリーマン・OL意識調査」　　第一生命保険相互会社　ライフデザイン研究所 (2002）

付表3－3 外国語の男女別・年齢別の運用能力 (コミュニケーション能力：A+B+C集計分 のみを使用 ）
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(コミュニケーション能力：A+B+C集計分）

パソコン利用 PC PC本体 書籍・CD ゲームソフト

調整後人数
ソフト 関連用品

男性 （人） （人） （％） （％） （％）

6～12歳 269

13～19歳 457

20～29歳 808 344 8.02% 13.02% 13.02%

30～39歳 748 401 13.63% 16.64% 17.95%

40～49歳 726 390 17.77% 17.33% 15.67%

50～59歳 675 272 11.35% 10.23% 9.16%

60～64歳 201 73 10.85% 8.14% 7.14%

65～69歳 101 35 10.06% 10.88% 8.38%

70～79歳 57 19 5.79% 7.25% 7.25%

80歳以上 3 1 - 29.93% 29.93%

小計：（人） 4,045 1,535 - - -

女性 （人） （人） （％） （％） （％）

6～12歳 246

国外電子商取引利用率

輸入取引者数
（推計値）

付表3－6 少額貨物免税取引に係る品目別の輸入電子商取引率（パソコン利用分）

6 12歳 246

13～19歳 438

20～29歳 787 366 2.93% 10.03% 8.39%

30～39歳 651 323 2.32% 10.25% 9.42%

40～49歳 593 264 2.50% 7.90% 6.32%

50～59歳 447 155 1.53% 3.64% 2.79%

60～64歳 83 22 1.13% 1.13% 1.13%

65～69歳 40 3 1.42% 1.42% 2.84%

70～79歳 20 - - - -

80歳以上 7 - - - -

小計：（人） 3,312 1,133 - - -

合計（人） 7,357 2,921 - - -

付表3－6 少額貨物免税取引に係る品目別の輸入電子商取引率（パソコン利用分）



(コミュニケーション能力：A+B+C集計分）

携帯電話 利用 携帯使用 PC本体 書籍・CD ゲームソフト

調整後人数 ソフト 関連用品

男性 （人） （人） （％） （％） （％）

6～12歳 88

13～19歳 413

20～29歳 847 104 0.74% 1.71% 1.81%

30～39歳 767 77 0.09% 0.72% 1.34%

40～49歳 720 70 0.27% 0.44% 1.48%

50～59歳 611 29 0.10% 0.20% 0.20%

60～64歳 174 2 - - -

65～69歳 92 4 - - -

70～79歳 66 5 - - -

80歳以上 8 - - - -

小計：（人） 3,786 291 - - -

女性 （人） （人） （％） （％） （％）

輸入取引者数
（推計値）

国外電子商取引利用率

付表3－7 少額貨物免税取引に係る品目別の輸入電子商取引率（携帯電話利用分）

女性 （人） （人） （％） （％） （％）

6～12歳 120

13～19歳 425

20～29歳 817 130 0.17% 1.29% 1.46%

30～39歳 732 76 0.08% 1.03% 1.55%

40～49歳 666 38 0.07% 0.32% 0.38%

50～59歳 554 13 0.07% - -

60～64歳 116 2 - - -

65～69歳 82 3 - - -

70～79歳 35 1 - - -

80歳以上 10 1 - - -

小計：（人） 3,557 265 - - -

合計（人） 7,343 631 - - -
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2
0
,1
6
2
,2
0
8

（
パ

ソ
コ
ン
分

）

3
,8
7
3
,0
0
9
,7
6
7

×
5
%
＝

1
9
3
,6
5
0
,4
8
8

（
携

帯
電

話
分

）
　
　
　
　
　
　
　
（
不

課
税

取
引

に
起

因
す
る
消

費
税

収
損

失
額

）

（
ア
）
＋

（
イ
）
＋

（
ウ
）
＋

（
エ
）
＋

（
オ
）
＝

3
,4
6
7
,1
2
6
,3
9
1

円

合
計

：
4
1
3
,8
1
2
,6
9
7

円

輸
入

取
引

額

付
表

3
－

8
(3
)不

課
税

取
引
（
デ
ジ
タ
ル
財
の

購
入

）
に
係

る
消

費
税

収
損

失
額

（
2
0
05

年
・
推

計
値

）



1
9
,9
4
0
,5
2
2
,3
3
7
円

1
0
,0
0
0

1
0
,0
0
0

1
0
,0
0
0

購
入
額

購
入

額
購
入
額

パ
ソ
コ
ン

携
帯

電
話

パ
ソ
コ
ン

携
帯

電
話

パ
ソ
コ
ン

携
帯

電
話

（
円
）

（
円
）

（
円

）
（
円

）
（
円

）
（
円
）

6
～

1
2
歳

6
～

1
2
歳

6
～

1
2
歳

免
税

取
引

に
よ
る
税

収
損

失
額

　
（
ア
）
＋

（
イ
）
＋

（
ウ
）
＝

関
連

用
品

（
免

税
取

引
）

書
籍

・
C
D

（
免

税
取

引
）

ゲ
ー
ム
ソ
フ
ト

（
免

税
取

引
）

（
イ
）

（
ウ
）

（
ア
）

P
C
ソ
フ
ト
・
周

辺
機

器

付
表
3
－

9
少

額
貨

物
免

税
適

用
に
係
る
消
費
税
収
損
失
額
（
2
0
0
5
年
・
推
計
値
）

歳
歳

歳

1
3
～

1
9
歳

1
3
～

1
9
歳

1
3
～

1
9
歳

2
0
～

2
9
歳

9
,8
5
9
,5
8
9
,8
0
2

4
5
,7
2
0
,4
7
8

2
0
～

2
9
歳

1
9
,8
7
7
,9
1
4
,9
3
7

1
1
8
,2
2
4
,7
6
1

2
0
～

2
9
歳

1
9
,4
3
0
,0
4
7
,3
2
5

1
9
0
,3
4
3
,5
2
5

3
0
～

3
9
歳

3
4
,3
7
2
,0
9
9
,1
8
4

8
1
3
,0
8
0

3
0
～

3
9
歳

3
9
,2
3
8
,4
5
0
,7
1
6

2
4
,6
7
5
,7
9
1

3
0
～

3
9
歳

4
4
,6
5
3
,9
0
5
,0
9
1

1
2
2
,4
3
1
,1
6
2

4
0
～

4
9
歳

4
2
,3
8
2
,0
9
5
,6
8
4

4
,8
0
6
,8
8
1

4
0
～

4
9
歳

3
0
,8
9
2
,0
0
1
,8
8
5

6
,4
2
2
,8
5
3

4
0
～

4
9
歳

2
4
,6
8
2
,6
1
8
,6
9
2

1
0
5
,6
5
9
,2
5
6

5
0
～

5
9
歳

1
8
,8
2
3
,0
8
8
,7
6
5

6
3
8
,8
5
5

5
0
～

5
9
歳

1
1
,7
0
4
,1
2
6
,6
7
0

1
,2
9
9
,9
2
6

5
0
～

5
9
歳

9
,1
7
6
,4
4
5
,2
2
9

1
,8
5
7
,0
2
2

6
0
～

6
4
歳

6
,1
6
1
,7
5
3
,8
7
6

-
6
0
～

6
4
歳

2
,6
5
4
,8
1
9
,2
6
1

-
6
0
～

6
4
歳

1
,9
9
3
,8
1
4
,0
4
1

-

6
5
～

6
9
歳

2
,9
8
5
,3
2
7
,7
2
1

-
6
5
～

6
9
歳

2
,6
7
7
,6
6
0
,0
8
9

-
6
5
～

6
9
歳

1
,5
5
2
,1
7
4
,8
3
6

-

7
0
～

7
9
歳

6
9
2
,1
5
4
,9
7
8

-
7
0
～

7
9
歳

8
3
1
,0
3
6
,4
8
5

-
7
0
～

7
9
歳

8
1
2
,3
1
2
,4
7
2

-

8
0
歳

以
上

-
-

8
0
歳
以
上

-
-

8
0
歳
以
上

-
-

男 性
男 性

男 性

計
1
1
5
,2
7
6
,1
1
0
,0
1
0

5
1
,9
7
9
,2
9
3

計
1
0
7
,8
7
6
,0
1
0
,0
4
3

1
5
0
,6
2
3
,3
3
0

計
1
0
2
,3
0
1
,3
1
7
,6
8
6

4
2
0
,2
9
0
,9
6
6

6
～

1
2
歳

6
～

1
2
歳

6
～

1
2
歳

1
3
～

1
9
歳

1
3
～

1
9
歳

1
3
～

1
9
歳

2
0
～

2
9
歳

1
,5
3
2
,7
7
3
,8
0
3

2
,6
1
0
,4
0
5

2
0
～

2
9
歳

1
3
,7
4
2
,1
0
5
,8
0
0

7
7
,8
6
3
,2
4
6

2
0
～

2
9
歳

9
,3
9
2
,5
8
8
,6
1
1

1
4
1
,6
2
5
,2
0
7

3
0
～

3
9
歳

1
,0
0
3
,0
8
1
,3
9
1

6
1
4
,4
8
0

3
0
～

3
9
歳

1
4
,9
5
7
,5
3
4
,9
0
8

5
5
,9
9
8
,4
1
9

3
0
～

3
9
歳

1
2
,3
3
9
,8
4
5
,4
3
1

1
8
0
,6
7
2
,0
7
9

4
0
～

4
9
歳

1
,1
6
9
,0
2
9
,1
7
6

4
6
8
,2
8
2

4
0
～

4
9
歳

8
,9
6
4
,4
4
7
,8
1
2

5
,6
0
3
,1
1
3

4
0
～

4
9
歳

5
,6
0
7
,9
8
1
,1
8
4

1
0
,9
4
2
,7
9
8

5
0
～

5
9
歳

4
0
9
,9
3
1
,4
6
1

5
1
7
,9
8
8

5
0
～

5
9
歳

1
,7
8
1
,2
9
7
,8
7
0

-
5
0
～

5
9
歳

1
,0
2
4
,7
7
6
,3
9
1

-

6
0
～

6
4
歳

5
1
,2
4
2
,1
3
9

-
6
0
～

6
4
歳

3
9
,2
4
9
,6
0
9

-
6
0
～

6
4
歳

3
8
,3
6
5
,2
8
0

-

6
5
～

6
9
歳

4
2
,6
2
9
,2
0
4

-
6
5
～

6
9
歳

3
2
,6
5
2
,4
1
5

-
6
5
～

6
9
歳

1
2
7
,6
6
6
,9
0
7

-

7
0
～

7
9
歳

-
-

7
0
～

7
9
歳

-
-

7
0
～

7
9
歳

-
-

女 性
女 性

女 性

7
0

7
9
歳

7
0

7
9
歳

7
0

7
9
歳

8
0
歳

以
上

-
-

8
0
歳
以
上

-
-

8
0
歳
以
上

-
-

計
4
,2
0
8
,6
8
7
,1
7
4

4
,2
1
1
,1
5
4

計
3
9
,5
1
7
,2
8
8
,4
1
5

1
3
9
,4
6
4
,7
7
8

計
2
8
,5
3
1
,2
2
3
,8
0
2

3
3
3
,2
4
0
,0
8
4

1
1
9
,4
8
4
,7
9
7
,1
8
3

5
6
,1
9
0
,4
4
7

1
4
7
,3
9
3
,2
9
8
,4
5
8

2
9
0
,0
8
8
,1
0
8

1
3
0
,8
3
2
,5
4
1
,4
8
8

7
5
3
,5
3
1
,0
4
9

×
5
%
＝

5
,9
7
7
,0
4
9
,3
8
2

円
×

5
%
＝

7
,3
8
4
,1
6
9
,3
2
8

円
×

5
%
＝

6
,5
7
9
,3
0
3
,6
2
7

1
1
9
,5
4
0
,9
8
7
,6
3
1

1
4
7
,6
8
3
,3
8
6
,5
6
6

1
3
1
,5
8
6
,0
7
2
,5
3
7




